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第１章：研究の目的、構成概要 

 

ジェームズ・Ｃ・アベクレンが述べる日本企業の強さの源泉は“３種の神器（終身雇 

用・年功序列・企業別組合）[1]とされるが、これは 1970 年代にＯＥＣＤ（経済協力開発

機構）の報告書の中で訳され、一般的になったとされる。バブル崩壊を境として、多くの

企業においてこの３種の神器を基にした組織の強さは失われ、このことは、ＱＣＤ（品質・

コスト・納期）のトラブルを招き、国際競争力の低下につながったと言われている。守島

は人材育成の役割・機能は教育訓練、配置、仕事の割り振り、人事考課等を通じて、人材

の貢献可能性や人材の価値を高めるための人材マネジメントであると述べている[2]。深

刻なのはこの３種の神器の崩壊が、将来の競争力の源泉である若手の人材マネジメントに

おいて、障害となる状況を作り出しただけでなく、構造的な問題となってしまったことで

ある。例えば、コスト削減を目的として、企業の成長期を支えてきた中堅・ベテラン社員

を安易に解雇し、派遣社員や契約社員の活用などを進めたり、個人の仕事成果のパフォー

マンスに偏って評価する人事制度を導入したりしたことが、他人の仕事には“我関せず”

の人を増やし、社員の組織への忠誠心や組織としての一体感を失わせる状況を作り出して

しまった。他にもリストラの影響で人員が減ったために、中堅管理職自らプレーヤーとし

て仕事の活動を中心にやりくりをしなければならず、山本五十六の「やってみせ 言って

聞かせて させて見せ ほめてやらねば 人は動かじ」といった手間暇をかけて若手や新

人を育てることが難しい環境を作り出してしまった。若手育成については、このようなＯ

ＪＴ（職場内での仕事経験を通じての教育訓練）の問題だけではなく、他にも人材育成担

当者からはＯｆｆ－ＪＴ（職場を離れての教育訓練）、とりわけ「集合研修」で習わせた

単一的な知識・スキルが現場では応用できず、若手社員のモチベーションも高まらないと

いう悩みの声も聞かれるようになった。以上、述べてきたように、近年、この人材マネジ

メント機能が著しく低下し、若手の人材が自社で育ちにくくなり、安易に外部人材で賄う

状況が目立ってきている。このような状況は次世代の競争力の源泉を失うリスクを内在的

に組織に抱えていることを示している。 

最近では米国発のサブプライムローン問題に端を発する大不況で派遣社員・契約社員の

契約延長更新の打ち切りだけでなく、1990 年代のバブル崩壊の時期と同様、リストラから

採用内定の取消しをする企業まで出てきている。現在の経済状況下、いまだに日本企業の

多くは、企業の競争優位である若手人材の育成について、長期的な視点による育成計画が

立てられず、実践できていないのが実態である。 

 

このような環境認識のもと、筆者達は、現場でのＯＪＴ、Ｏｆｆ－ＪＴなどの人材育成

方法における問題点を整理し、人材育成の方法論としての「体験による学習」に着目し、

『ＰＭＧゲーム』と名付けた体験型学習メソッドを開発した[3]。このＰＭＧゲームは研



7 
 

修内で現場に近い環境でのプラクティス（実戦練習）機会を提供することで、ＯＪＴと研

修（Ｏｆｆ－ＪＴ）をより有効に結びつけ、新人・若手社員を効果的に育成することを狙

いとしている。 

そして、本論文で、このＰＭＧゲームの有効性を実証し、日本企業に向けて研修機能の

新しい価値提供を行うことで、日本企業の将来の競争優位の源泉である若手人材を早期に

育成し、貢献したいと考えている。 

 
本論の構成と概要は、次のとおりである。 
 
第１章では、序論として、研究の目的を明らかにし、全体構成を示す。 
 
第２章では、問題の所在（マクロ）として、1990 年代のバブル崩壊後の日本企業の構

造変化がもたらした組織への影響を分析する。とりわけ人事マネジメント

機能としての人材育成において問題が生じ、日本企業の競争力であるＱＣ

Ｄ（品質・コスト・納期）のトラブルが増加していることを明らかにする。

このことは、次世代の国際競争力の源泉を失うリスクでもあり、若手社員

の早期育成の必要性を日本企業の重要かつ緊急のテーマとして問題提起

する。 
 
第３章では、問題の所在（ミクロ）として、企業人として求められる能力を定義した上

で、企業の人材育成方法に関する問題を提起する。特に現在、企業で行わ

れているＯＪＴとＯｆｆ－ＪＴを中心とした若手社員の人材育成方法に

おける現状と問題を明らかにする。 

 

第４章では、第２章のバブル崩壊後の日本企業の構造上の問題、第３章の企業内の人材

育成方法の現状と問題を踏まえて、人材育成に活用される代表的学習理論

（先行研究）のレビューを行う。まとめとして、この先行研究のなかで、

企業内の人材育成方法論として取り入れられている「体験による学習」の

価値見直しを問題提起する。 

 

第５章では、第４章で述べた各学習モデルでの人材育成方法の課題を再整理し、これま

で述べた若手社員の育成に関する諸問題を解決する手段として「体験によ

る学習」に焦点を当てて研究を行う。そして、若手社員の教育を有効に行

うために研修内における「プラクティス概念」の必要性を問題提起する。 
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第６章では、若手社員の早期育成のために「プラクティス概念による若手社員教育の

体験学習」であるＰＭＧゲームを提案し、実証研究を行う。PMG ゲー

ムのアーキテクチャーを解説し、PMG ゲームの目的であるＱＣＤ（品

質・コスト・納期）マインドや現場で役立つ実践能力としての「状況対

応力」を開発することが可能か検証を行う。検証の方法として、ＰＭＧ

ゲームの実践を通じて、チームでのＱＣＤ目標の達成結果及び上司の手

助け度に関する結果についての定量評価と経験学習モデルの経験→省

察→概念化→実践のプロセスにより、どのような場面でどのような能力

が必要になったか、その気づきを定性評価する。 
 
 
第７章では、ＰＭＧゲームによる研修内でのプラクティス概念の導入と研修機能のイノ

ベーションによる企業経営の貢献について提言し、現場と研修のつながり

（価値連鎖）向上について更なる研究課題を述べる。 
 
第８章では、本論文の研究過程とその成果をまとめる。 

 
結語では、 ＰＭＧゲーム開発から実践における開発元のリアル・ヒューマンワークス

の須見文雄氏との協業関係を述べ、新たなる起業展開の可能性を語る。 
 
謝辞では、 関係者へのお礼 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 
 

第２章：マクロ的観点からの問題の所在～日本経済～ 
 
序． 問題の所在（マクロ）として、1990 年代のバブル崩壊後の日本企業の構造変化 

がもたらした組織への影響を分析する。とりわけ人事マネジメント機能としての 
人材育成において問題が生じ、日本企業の競争力であるＱＣＤ（品質・コスト・ 
納期）のトラブルが増加していることを明らかにする。このことは、次世代の国 
際競争力の源泉を失うリスクでもあり、若手社員の早期育成の必要性を日本企業 
の重要かつ緊急のテーマとして問題提起する。 

２．１ 1990 年代の日本経済の状況 

 

（１）バブル前の日本企業の競争優位の源泉～３種の神器～ 

 

日本の経営の特徴は、経営学者ジェームズ・Ｃ・アベグレンが「年功序列」、「終

身雇用」、「企業内組合」の３種の神器[1]と呼ばれてきた。この中での終身雇用は

“a life time commitiment”を意訳されたものである。しかし、commitiment（コ

ミットメント）は約束、盟約、忠誠、一体化などの言葉にあてはめることが多く、

アベグレンが言いたかったのは、単に雇用関係が長いということではなく、働く人

と職場共同体との間に生涯にわたる強い結びつき（終身コミットメント）があると

いうことである。[4] 
    また、大久保は、年功序列賃金と言われるものの日本における雇用システムは一

貫した能力主義にあり、その成立過程を見てみると能力評価の方法として、「熟練

＝年齢」という考え方を賃金制度に反映させたものだったと指摘している。[5] 
例えば、商家の昇進の仕組みは、衣食住は保証される。最初は丁稚と称されるが、

丁稚は外出時も小遣いをもらいながら、教育を受ける。この丁稚の間は教育期間と

位置付けられている。丁稚を 10 年も続けると「手代」に昇進する。この手代も平

手代、名目役手代、上座役、役頭役、組頭役、支配役と多くの部署をローテーショ

ンで回しながら、大筋は年功的に昇進させる体系である。その後も住み込み免除と

なる宿持ち手代となり、その中には退職金をもらって、店を起こしたものもいると

指摘している。[6] また、東京大学教授の高橋伸夫は、日本型人事システムの本

質は給料で報いるシステムではなく、次の仕事の内容で報いるシステムであると指

摘している。つまり、段階を追って、仕事内容が変わり、追随して昇進・昇格・昇

給も比例する形で差がついてくるのである。[7] 
企業内組合においては、アメリカ企業では労働組合が企業の枠を超えて職業別に

組織化されているのに対し、日本企業では同一企業内で労働組合が構成されている
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ので、一般的に協調性のある労使関係が保たれており、この事は、急激な賃金上昇

などによるコストアップがない代わりに、無理な人員解雇は長い間、おこなわれな

かった。 
 
以上、大久保や高橋が指摘するように年功序列と長期継続雇用は社員の仕事の大

きさや面白さと密接なつながりを持ち、さらに個々人の技の熟練度やモチベーショ

ンの高さにつながって、それが日本企業の組織全体の強さに結びついた。これに企

業内組合の仕組みも加わって、経営者も従業員も共同体としての一体感を作り出し

たことが長らく日本企業の強さになっていたと言える。 
 
 
 
 （２）バブル崩壊のダメージ ～失われた 10 年～ 
 

1985 年のプラザ合意以降、日米は米国の対日貿易赤字の是正を狙い、円高ドル安政

策に転換した。また、内需拡大策を徹底し、５回にわたって公定歩合が引き下げられ

るなど、積極的な金融緩和措置がとられた。これらによりマネーサプライが長期にわ

たって増大し、余剰資金 (過剰流動性) が土地、株式等へと向かった。筆者は当時、

証券会社の営業マンとしてバブル景気全盛の時期に働いていたが、日経平均株価は

1989年 12月 29日には38,916円と２～３年で３倍以上になり、1部上場の株価は1000

円以下の株価を探すほうが難しい状況であった。また、地価は 1986 年（5.1％↑）、

1987 年（13.4％↑）、1988 年（21.9％↑）首都圏に至っては 1988 年（61.1％

↑）<いずれも前年対比>と上昇し続けた結果、1980 年前半から数年で

数倍の地価に膨らんでいた。 

バブル期、金融機関は法人への融資姿勢を積極化するだけでなく、土地・株式に対 

する投機行動（財テク）も資金面から支えることになっていた。結果的に企業はバブ

ルによってもたらされた含み益の拡大や資本調達コストの低下により過剰に借入金

を増やし、設備を増強し、雇用を拡大していくことになった。ところが、景気過熱に

よるインフレ発生を未然に防ぐため、日銀の金融政策が１８０度転換した。公定歩合

が 89 年５月から５回にわたって引き上げられ、税制の見直しや土地関連融資の総量

規制等が行われた。図１に示すように、これらの政策により、株価・地価は急落し、

バブルの崩壊（日経平均株価は 2003 年、7,607 円）が始まり、国民資産・負債も大幅

にマイナス超過に転じた。 
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図１．「国民資産・負債増減の推移」[8] 

  

企業も成長期におけるシェア重視・資本効率軽視・雇用維持重視の日本的経営シス

テムが行き詰まり、設備投資の縮小、資産の圧縮（売却）、人員の解雇などの徹底的

なコストダウンを図った。その結果、図２に示すように、1991 年頃から 2002 年頃或

いは 2003 年頃までの約 11 年から 12 年の期間をいわゆる「失われた 10 年」と呼び、

日本経済は長期に渡り低迷を余儀なくされた。 
 

 

   図２「平均成長率とＧＤＰ（実質）生産の推移」[9] 

 

 



12 
 

  また、新しく開業する率よりも、廃業する率のほうが、1980 年代後半から上回

り、図３に示すようにバブル崩壊後の 1990 年以降はさらにその差を拡大していっ

た。 
 

  
  

 図３ 日本企業における開廃業率の推移 [10] 

  
（３）バブル崩壊後の日本企業の組織構造・意識・行動の変化 

 
  １）環境変化の組織適応のプロセス 

 
種の起源を表したダーウィンの理論は、ミッシェルによれば現代では「危機の理論」

として解釈され、定着したと指摘する。[11]この解釈に従えば、「強いものが生き残

るとは限らない。賢いものが生き残るとは限らない。変化するものだけが生き残る」

[12]と言える。これは国家も企業もあらゆる組織も環境に適応できなければ存続でき

ないということである。また、ドラッガーは、リスクを避けるリスクを「事業におい

ては、リスクを最小にすべく努めなければならない。だが、リスクを避けることにと

らわれるならば、結局は最大にしてかつ最も不合理なリスク、すなわち無為のリスク

を負う」[13]と指摘している。 
 

   環境変化と適応プロセスをマーケティングの観点から嶋口は図４に示すように

次のプロセスで解説している。 

開業率 

廃業率 

～1980 年代以降、低下する開業率～ 

資料：総務省『「事業書・企業統計調査」
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   図４ 嶋口充輝著「戦略的マーケティング原理」 

筆者が編集及び解釈により図式化 [14] 
 

嶋口は「企業適応のプロセスは、まず市場の構造⇒意識⇒行動という順で変化が起

き、企業はその実際の目に見える市場の顧客の行動から、何か対応をしなければなら

ないという危機意識が芽生えてくるとする。そして、次の段階で、新しいビジョンや

政策を打ち出し、行動し、最後には企業の組織や制度の改革といった構造改革を起こ

す。」と指摘する[14]。これは企業に関わらず、国や行政、自治体あらゆる組織にも

通ずる変化適応のプロセスであると言える。 
 
 
 
２）バブル崩壊後の日本企業の構造改革 
 
日本経済は、バブル景気崩壊後、急激な需要の減少に見舞われた。金融機関も自身

の存亡をかけ、貸し渋りと資金引き上げの動きに出たことで、民間企業は、Ｂ／Ｓの

負債の圧縮を最優先にコストダウンに取り組まざるを得ない結果となった。表１はバ

ブル崩壊後のリストラの諸施策の例であり、この時期、各企業は複数のリストラ策を

競って取り入れることとなった。 
 



14 
 

 
（表１）勤め先のリストラの実施状況 [15] 

 

上記の「早期退職者募集」は人件費圧縮施策の典型例である。人員削減をする会

社の依頼により（もっとも、本人の同意は必要であるが）早期退職希望者の職を探

し、その費用は人員削減を行う会社が負担するビジネス（アウトプレースメント）

が盛んに行われた。再就職口を見つける支援まで行うことは、残った従業員のモラ

ルダウンを防ぐために行うためでもあったのである。筆者も 2000 年前後、再就職

支援のための職務経歴書の書き方や面接トレーニングに取り組んだ歴史を持って

いる。その内容は働く価値観や職務経験で培ったスキルや知識を棚卸し、次の就職

口の探し方を指導するといったものであるが、解雇された方々を対象としており、

受講生は傾向として、職に就くというより、就社意識の傾向が強いものであった。

例えば、営業職としての普遍的なスキルアップが出来ていないため、転職がスムー

ズに行かず、次の転職先の給与についてもその多くが大幅なダウンは避けられなか

った。 
 
図５に示すように、この一連のコストダウン策の後、景気回復期には非正規社員

（契約社員・派遣社員）で補うこととなった。その後、労働者派遣の規制も年々、

緩和されるようになり、99 年には対象業務が原則自由化、その後、禁止分野の縮小、

派遣期間の延長もあり、非正規社員は 2004 年には更に 81 万人まで増えることとな

った。[16] 
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 （万人）                                 （万人） 

    
図５ 「減る正規社員と増える非正規社員」[16] 

 

1992 年 2 月に経済同友会が発表した『企業白書』では、経営の人事課題として、

人件費の削減以外に、企業の人材の能力向上によって付加価値生産性を高める（少

数精鋭）方向で、新しい人事制度を構築すべきだとした。これは仕事の総量が一定

とすれば、リストラにより一人当たりの仕事量が増えることもあり、個々の能力開

発を高め、一人当たりの付加価値生産性を高める必要があったからである。とりわ

け、ホワイトカラーの能力活用のために『ⅰ．雇用形態の多様化と個別契約化、ⅱ．

人材調達・配置の市場化による適時・適材の実現、ⅲ．仕事配分の契約化、ⅳ．評

価の成果主義化と納得性・透明性のあるシステム、ⅴ．報酬の成果主義化』の５つ

の方向性を上げた。これらは人件費削減ニーズとあいまって、図 6 に示すように新

しい人事制度が急速に普及する動きにつながった。 

 
図６「年功序列の廃止。進む成果主義人事」[17] 
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2004 年（独）労働政策研究・研修機構の調査によると、企業は、図 7 に示すよ

うに経済同友会の「企業白書」で示された５つの方向性に沿う形で、経営戦略と人

事戦略が具体化されていた。例えば、人事戦略は、利益重視戦略に基づいて、能力

開発による生産性向上と人材の外部活用も含め、多様化することにより、人件費の

コスト削減も行われた。また、利益重視については人件費管理の項目はもっとも密

接にかかわっている。残業代はその代表例である。例えば、大手のエアゾールメー

カーでは、営業受注活動で仮に突発的な仕事を無理に引き受けると納期スケジュー

ルに影響を受け、残業代やアルバイトの活用などで工場の労務費が上がる構造にな

っている。従い、人件費が膨らまないような営業指導が行われている。 

   
  図７ 人口減少社会における経営戦略と人事戦略 [18] 

 

  

（４）構造改革のマイナス面～日本企業の国際競争力の低下～  
 

１）非正規社員化が招いた人材不足 
 
前節で指摘したように経済連合会が５つの方向性を出した意図は競争優位の源

泉である社員の能力開発や人材育成を狙いとしたものであり、その視点は評価出来

るものの、これらの性急な一連制度改革には問題が数多く表面化した。特に職場モ

ラルの低下した企業も多くこの制度改革については「意欲向上にはつながらないこ

とが圧倒的に多く、チームワークを阻害し人材が固定化するリスクがある」との懸

念[19]は早くから指摘されていた。 
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実際、「ⅰ．雇用形態の多様化と個別契約化」、「ⅱ．人材調達・配置の市場化に

よる適時・適材の実現」の方向性については、図５で示したように、正規社員を減

らす反面、雇用調整が容易でコストの安い非正規社員を雇い、人件費削減を進めて

きた。また、個々の非正規社員の増加は、熟練労働者の不足という状況も重なり、

ベテランの正規社員の技能・ノウハウの伝承の問題も浮き彫りにした。益々、若手

は成長を感じなくなり、この改革が図８に示すように若者の離職率を増やす結果と

なったという側面も指摘されている。[20] 非正規社員化が招いた人材不足こそ、

バブル崩壊後の失われた 10 年（15 年とも言われる）の最大の負の遺産とも言われ

ている。 
 

 
  図８「新卒者が 3年以内に離職する割合は高まっている」[21] 

 

その他にも若手社員の離職理由はさまざま考えられる。図 9に示すように、近年、

若手社員のモチベーションが顕著に低い結果が表れている。「無気力感」を感じ

る（時々含む）と答えた人は７５．０％、「成長実感」を感じない人は４２．５％、

社会的使命感を感じない人３１．７％と答え、いずれも肯定的回答を上回ってい

る。また、10 年以上、勤めたいとは思わない人も４４．０％にものぼり、この点

からも組織に対する長期的コミットメントを嫌がる傾向が表れている。 
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図９「20 代、30 代社員に広がるモチベーションクライシス」[22] 

  

ハーズバーグの理論では、モチベーション要因を不満足要因と満足要因に分け

て解説している。不満足要因は別名、衛生要因とも言われ、「賃金、人間関係、

作業条件、経営方針、さまざまな付加手当」などを上げている。これらは満たさ

れないと不満を覚える要因として位置づけ、直接、モチベーションを高める要因

ではないと捉えている。一方、満足要因は、別名、動機づけ要因と呼ばれ、「達

成、承認、責任、昇進、成長」といった人間の内面にある欲求を刺激し続ければ、

し続けるほどモチベーションは高まっていくとされている。[23] 
 他にも、働くモチベーションを引き出す要素としては、「価値ある経験、スキ

ルの吸収、学習機会、顧客からの感謝、自己決定性、自発的挑戦や失敗に対する

許容度、仲間から認められること、感謝、一体感、達成感、手ごたえ など」  

[24]がある。これらのモチベーションを引き出す要素の多くは直接、間接はある

ものの、組織におかれている環境にかかわり、特に上司の適切な指導・フォロー

と関係が深い内容である。若手社員を育てる環境はいまだに整っておらず、上司

のフォローは不足し、若手社員のモチベーションは下がっている現状である。ま

た、非正規社員の増加は、若手社員が初歩の仕事を皮切りにだんだんと実践的な

スキルを積み上げていく過程が奪われ、最初に配属される部署や担当する仕事に

よって、初期キャリアにおける基礎的な能力の形成において格差が生じることに

なったとの指摘もある。[25]  

29.5%

31.7%
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以上、述べてきたように上司の指導フォローが乏しく、若手社員が自分自身の

成長機会が感じられないと、将来への見通しが立たず、辞めてしまうという因果

関係がみてとれる。 
 
 
 

２）品質・コスト・納期トラブルの発生とその原因  
 
本章で述べたように外部環境の変化にさらされ、多様な雇用形態を導入し、成果を

中心とした実力主義評価制度など個人の能力活用を最大限に上げる人事制度を構築

し、基本的に少人数での生産性を上げる向上を目指せる体制に転換することになった。

ところが、３種の神器（「年功序列」、「終身コミットメント」、「企業内組合」の崩壊

は、従業員の結束や一体感をなくしてしまい、モノづくりにおける『品質・コスト・

納期（ＱＣＤ）』において多くの問題が生じるようになってしまった。一人当たりの

生産性を高め、少ない人数でコスト競争力を高めるという方向性が、皮肉にも非正規

社員化が進み、正規社員同士のケース以上に時間と労力がかかるようになり、働き手

の意思疎通不足をもたらし、トラブルが増やす結果につながった。人材不足による職

場における余裕のなさが、助け合いの社風を壊し、コミュニケション・コストが増え

ることとなった。チームや組織全体の仕事としては、逆に生産性を下げる結果を生み

出してしまったのである。 
 

近年、日本の企業において製品の不具合発生の度合いが増えている。例えば、ソ

ニーは日本の代表的国際企業であるが、２００６年８月デルコンピューターのパソ

コンに使用されるリチウムイオン電池の発火事故を起こした。その後も、同１０月、

富士通のノートパソコンで同様の発火事故が起きている。表２に示されるように対

策費はソニー５１０億円、日立製作所３００億円強にものぼっている。 

  

  メーカー 不具合が発生した製品     対策費 

・ソニー リチウムイオン電池 510 億円（2006 年度） 

・日立製作所 原子力発電所のタービン 300 億円強（2006 年度） 

・松下電器産業 ＦＦ式石油温風機 249 億円（2005 年度） 

・パロマ工業 湯沸かし器 200 億円 

※対策費は公表値。カッコ内へ計上年度。パロマ工業は記者会見発言より。 

※松下電器産業（現パナソニック） 

   表２ 膨れ上がる対策費〔26〕 
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これらの品質問題は、単に技術的な問題だけでなく複合的な要因がからんでいる。 

一例として、ソニーのリチウム電池の事故原因を複雑にからむ要因として整理し、 
要因一覧として表 3 にまとめた。 

    
①商品寿命の短命化（短期間での開発／失敗が次に活かされない） 
 

    ②インターネットの普及（ショッキングな事故映像の公開／ネット掲示板で 
批判がすぐに広がる） 

③製品の高機能化（設計・生産工程の複雑化／ソフトの不具合） 
 
④ＩＴ（情報技術）化の浸透（コンピューター編重／試作回数の削減） 

 
    ⑤水平分業の加速（情報の分断／外注に丸投げ） 
 

⑥短期的利益の追求（コスト削減／人員削減／投資圧縮） 
 

    ⑦現場力の低下（2007 年問題（団塊世代の退職）／熟練労働者のリストラ／ 
請負・派遣労働者の増加） 

    ⑧消費者の厳しい目（リコールの急増／ブランド失墜） 
 
    ⑨生産のグローバル化（生産規模の急速な拡大／海外工場の立上／ 

部品の共通化） 
表３ 日経ビジネス（2006．11．13）『品質の復讐』筆者が編集加工 [27] 

 
   上記のリチウム電池発火事故の原因として、表３の⑥⑦の要因を中心としてこれら

のすべての要因が複合的にからみあって事故が発生したと考えられる。このような要

因が生まれた背景に、バブル崩壊後の構造改革としての成果主義人事が大きく影響し

ていると見る経営者は多い。例えば、土井年忠・ソニー元上席常務は『成果主義がソ

ニーを破壊した』（【文芸春秋】）の中で、人間は経済的合理性だけで仕事をしている

わけではなく、「自分の力でロボットを作りたい」と内側からこみあげている衝動、

すなわち内発的動機に突き動かされた「集団」が独創的な製品を作り出すと言ってい

る。[28]また、同じく文芸春秋の中で中鉢良治社長は、「何がソニーを壊したか？」

という立花隆氏の質問に対し、「私は、成果主義は正しいと思います。成果に基づか

ない評価はありえません。しかし、成果をどう評価するという指標が問題だったかも

しれません。」と述べている。[28]これは、1999 年にＥＶＡ（経済付加価値）の概念

を経営に導入した結果、株主重視の経営に行き過ぎたあまり、短期的な利益を求め、
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その短期的な利益のパフォーマンスが評価の中心になったことの問題を指している

ものと推察される。〈注：ＥＶＡ（＝Economic Value Added）とは株主に対する収

益還元に重点を置いた経営指標で、事業利益が、資本コストを上回ったときに創造さ

れる価値で、ＥＶＡ＝（投下資本事業利益率 - 資本コスト率）× 投下資本額＝支払

利息控除前税引後利益－資本コスト額であらわされる。[29]〉  言わば、短期的利

益追求を志向するアメリカ式経営を追従したことへの問題をソニーのトップ自らが

認めているのと同じであり、驚きの回答である。 
ソニーの創業者である井深氏の口癖は、「仕事の報酬は仕事」だったという。[30] 

  この考えと対極とも言える金銭的報酬の側面をあまりにも前面に打ち出しすぎたこ

とが社外への人材流動化を加速させた一面もあると考えられる。この短期的利益の追

求と成果主義において個人の目標のみに関心が行き過ぎるとチームでの仕事、特にプ

ロジェクトマネジメントに問題を生じるリスクが高まる。つまり、チームの仕事であ

っても自分の仕事には直結しない仕事領域については無関心になってしまうのであ

る。東芝、青森工場の製造部の現場で次のような事例も聞いている。「同じ課の若手

社員のＡ君、Ｂ君を同時に呼び、それぞれの仕事の注意点を指導し、お互いの仕事の

相互理解を進めるために呼んだのだが、上司である課長がＡ君へ注意点を指導してい

る最中に、Ｂ君は“僕の番になったら呼んでもらえますか？”と言い残し、帰ってし

まったことがある」 このような現象は「珍しいものではない」とのことである。B
君のような他人の仕事の領域には関心を示さない若い人が増えていることは、 チー

ム全体の品質・コスト・納期意識の低下ともいえ、極めて危険なことといえる。バブ

ル崩壊以前は、品質にこだわりを持った技術者も多く、協力的な風土、一体感もあっ

た。ところがバブル崩壊後、社員旅行や運動会等の非公式の活動は会社からの補助金

もカットされて多くの企業が取りやめてしまった。バーナードの公式組織・非公式組

織の理論によれば、仕事を効率的・効果的に、また一体感をもって進めるために公式

的な上司・部下とのコミュニケーション（指揮・命令中心）だけでなく、非公式のコ

ミュニケーションの相互作用が重要であると指摘している。[31] バブル崩壊後の一

連の動きはミュニケーションを阻害する動きとなり、日本企業の強みの一つである共

同体としての一体感が失われることになったのである。 

最近になって多くの企業がこの問題に気づき、非公式組織のコミュニケーションを

重視した企業活動が復活している。例えば、アルプス電気は、国内外、全てのグルー

プ企業の社員・非正規社員が参加対象とし、2006 年に 14 年ぶりに復活して開催し、2

年連続で行い、今後は隔年で実施することに決めた。復活当日は、「アルプスワール

ド」という名称の大運動会で、海外からの 300 人含めた 3000 人程、派遣社員や請負

社員も参加した。これらはギスギスした職場解消を目指し、行われたとのことである。

[32] 

 バブル崩壊前の状況であれば、ソニーのリチウムイオン電池の発火事故も起こって
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いなかったかもしれない。表３で示した①商品寿命の短命化＝（納期）③製品の高機

能化＝（品質）⑥短期的利益の追求＝（コスト）などが高度に求められる環境の中で、

⑦現場力の低下（請負・派遣の増加、熟練工のリストラ、団塊世代の退職 2007 年）

でプロジェクトマネジメントが機能しなかった可能性は高い。チームの仕事やプロジ

ェクトの仕事においてメンバーの仕事に相互理解が進まないと突発的なアクシデン

トやトラブルなどに対応できず、品質トラブルや納期遅れやコストオーバーになる。

スケジュール・問題・役割の見える化を行い、相互理解を進めることが品質・コスト・

納期（ＱＣＤ）目標を達成するために必要であり、人心の統合が管理職の仕事である。

[33] しかし、今の管理職は時間不足（短納期要求）のプレッシャーの中、人材の流

出・人員不足（リストラ）や掛け持ちの仕事も増え、管理職、準管理職がプレーヤー

としての仕事の比重が高まってしまい、疲れて果ててしまっている。結果、プロジェ

クトマネジメントで重要なすり合わせや相互理解が出来ない状態が起きている。もし

くは管理職自身が自分の仕事領域以外の仕事には見て見ぬふりをする現象さえ起き

ている。かくして若手社員も管理職も他人の仕事領域には関心を持たない組織風土が

益々出来上がるという悪循環の構造が出来てしまったのである。 

 

米国プロジェクトマネジメント協会（PMI）が取りまとめたプロジェクトマネジメ

ントに関する知識体系であるＰＭＢＯＫ（the project management body of knowledge）

によれば、１．スコープ（開発の目的とその範囲） ２．タイムスケジュール ３．コ

スト管理 ４．品質管理 ５．人的リソースの管理（顧客、開発サイド含む） ６．

コミュニケーション（コミュニケーションの方法と適用シーンの決定） ７．リスク

管理 ８．調達管理 をプロジェクトマネジメントの項目として取り上げ、「各領域

をきちんとやる」のではなく、バランスをとりながら、ＱＣＤ（quality, cost, 

delivery）を保証することを指向している。[34] ８つのプロジェクトマネジメント

項目が常にプロジェクトメンバーおよび関係者で見えるようにしておかないとトラ

ブルが絶えない。チームや組織のＱＣＤ目標を達成するためには、役割・仕事状況、

スケジュールなどを適時、報告・連絡・相談や確認を行い、常にすり合わせが必要と

なってくるのである。[35] 

 

老舗学研究会の調査（2006 年 前川洋一郎代表）[36]によると、300 年以上続いて

いる老舗の共通の必要条件として１．迅速な対応 ２．組織の風通し ３．ブランド

イメージの重視 ４．拡大・成長より継続という結果が出た。市場やお客様の声に敏

感であること、組織内で何でも言えるような風土が重要であるということだが、株主

重視に偏向しすぎ、個人主義が行き過ぎたために、組織内の一体感がない今の日本企

業の問題点とは間逆の結果であったのである。300 年以上も続く老舗に学ぶことは多

い。 
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２００９年、現在、派遣社員・契約社員などの非正規社員が今回のサブプライム    
ローンの問題に端を発した世界不況での煽りを受けて、2009 年 3 月期には契約延長

打ち切りなど雇用調整の動きが表面化するなど社会問題も起きているが、景気回復し

たおりには、同じ現象が起こると想像される。バブル崩壊以降の日本企業の構造上の

問題は何ら変わっていないと言えよう。 
 

 

 

３）若手社員の育成遅れ・離職の深刻化 

 

   バブル崩壊後、「とにかく、即戦力が欲しい。」採用担当者の要望はこの一点に集中 
した。企業が人材を内部で長期的に育成する余裕を失ってしまったことの裏返しでも 
ある。時にはあえて「失敗」も経験させながらＯＪＴで鍛えたり、定期的な集合研修 
で組織全体の底上げを図ったり、といった、かつての日本企業の人材マネジメントは 
影をひそめてしまった[37]。図 10 に示されているようにバブル崩壊後、「キャリア 
開発は社員の自己責任」という名のもと、会社による人材育成投資は大幅に削減され 
てしまっている。 

    
   図１０ 労働費用に占める教育訓練費の割合（注：現金給与を除く）[38] 

 
    この教育費削減の動きは、品質分野の教育にも同様の動きが広がっている。日科技

連が 1949 年から開催している教育講座「品質管理セミナーベーシックコース」は、

品質管理の専門家を育成することを目的とし、入社１０年目前後の中堅社員が統計的
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手法や解析手法などの知識を述べ、30 日もかけて学習するものだが、80 年代末は年

間 1000 人以上が参加していたが、バブル崩壊後、受講生が減り続け、2003 年度は

153 人まで落ち込んだ。これも目先のコスト削減をするあまり、品質管理を重視せず、

教育費用を削減した結果である。[39] 
2001 年以降、特に教育費削減のツケはまわっている。TQM (総合品質管理)の進歩

に功績のあった民間の団体および個人に授与されている賞としてデミング賞がある。

日本科学技術連盟により運営されるデミング賞委員会が選考を行っているが、2001
年以降、デミング賞を受賞した日本企業はたった４社で、年平均１社を割り込んでい

る。これは生産の海外シフトが進み、品質改善ターゲットが海外へ移ったことや、国

際標準化機構（ＩＳＯ）認証の取得に時間に力を割かれたという意見もあるが、経営

の中での品質管理の優先順位がさがってきたことは否めない。品質を担う人材の断絶

が起こりうる危険な問題を今もはらんでいる。[40]    
次の図１１、図１２を考察すると、責任の高い仕事に就く「成長の機会」が企業の

中で減ってきている。30 代前半の役職者は 1990 年の２５．８％⇒１６．４％ 若手

抜擢が少ないうえ、入社から 20 年近く経つのに何の役職にも就けない社員が半数近

くになるのが現状である。課長一人当たりの部下の数は年を追うごとに低下傾向にあ

る。これらは社員の部下指導のマネジメントの経験に乏しいことを意味する。また、

仕事の経験の「質」という点でも、「成長の空白期」が存在する。バブル期に入社し

た 30 代後半から４０代前半の社員の多くは、この 10 年ほどの間、事業の撤退や縮小

といった後始末の仕事が中心となり、新規事業の立ち上げなどゼロから立ち上げる仕

事をあまり経験できずに社会人としての成長期を過ごしてきた。このように若手社員

を教える中堅社員のマネジメント能力が磨かれる多様な機会に乏しい実態が浮き彫

りにされている。[43] これは若手社員へのＯＪＴ指導力不足となり、若手社員の育

成にも影響を与えている。 

     
図 1１ 役職についている労働者の割合 [41] 
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       図 12  課長一人が率いる部下の数 [42] 

 

 

 

 ２．２ バブル崩壊後の日本企業の構造的課題（まとめ） 

 
（１）２１世紀の日本企業の年齢構成の問題 

 
2008 年度現在、多くの日本企業がバブル崩壊のおり、人員解雇などのリストラ策

や採用の抑制をした。その反動として人員（頭数）が足りなく困っている企業は少な

くない。最近、ようやく若手社員の採用が増えてきたが、サブプライムローンの問題

に端を発す世界不況の影響で、また採用抑制に動くことが予想される。企業の人員構

成は労働者の年齢が若くなるほど少なくなるという「逆ピラミッド型」や 40 代後半

以降の年代と 20 代後半が少なく、30 代後半から 40 代前半に人数が多い歪な年齢構

成になっている。このような年齢構成の企業では新人から 3 年目までの若手社員を教

える上司や先輩社員自身の多くがプレーヤーとしての仕事を中心として動かざるを

得なくなり、益々、新人のＯＪＴ機会が減少することとなる。若手社員も先輩社員の

忙しさの様子を見てわからないことを質問することが憚れる状況になってしまって

いる。不景気になると益々、若手社員がリーダーやサブリーダーと一緒に仕事やプロ

ジェクトに加わり、一緒に経験して学ぶ機会も乏しくなり、いわゆる“背中で覚える”

ことも出来ない状況になりうる。若手社員が育たず、若手の人員構成が少ないという

歪な状況は今も続いている。 
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（２）「品質・コスト・納期」トラブルの増加 
 
成果主義人事の導入・運営により、チームや部門全体の仕事よりも個人の成果の

みに関心がいく傾向が強く、組織内のコミュニケーションが不足し、職場風土に一

体感が失われている。また、顧客の品質・コスト・納期要求のレベルが高く、忙し

さゆえ、人の仕事には関心を持たず、業際的な仕事などのお見合い現象が起きてい

る。教育費用の削減、技術優秀者の流出や定年といった問題もからみ、相対的に品

質意識が下がっている。これらが複雑にからみあい、品質の低下やトラブル発生が

多発している。これらは、コスト管理・納期管理にも影響を与える悪循環となって

いる。克服のためには、社員全員が同じ目線で品質意識・コスト意識・納期意識の

マインドを共有することが求められているが、現状ではすぐに解決できる体制にな

っていない。 
 

 
（３）若手社員の早期戦力化の必要性 

 
以上、述べてきたように上司・先輩社員の教える経験や技術の不足もあり、若手

社員の育成には構造的な問題を抱えている。一方、研修（Ｏｆｆ－ＪＴ ）費用も

削減され、早期に離職する若者が多いし、次世代を担う若手を育てないまま、請負・

派遣の仕事に分担させる安易な手法では、すでに述べてきたようにＱＣＤのトラブ

ル問題は解決できない。また、技術を外部の流動人材で頼ると独自のコア技術が蓄

積されず、日本企業の中長期的な競争力を失うリスクが高まる。若手社員の育成テ

ーマは、将来の日本の国際競争力を占う重要かつ緊急のテーマとなっている。リク

ルートワークス研究所では図１３で示されているように、多くの企業が若手の早期

戦力化を課題としている現状報告を行っている。例えば、若手の独り立ちについて

の質問「貴社において、若手が独り立ちしたと周囲に求められるようになるまでに

必要な期間は現状どれくらいですか？」を調査した。その結果は、『3 年』の回答が

最も多く、平均は３、４年であった。また、図１４で示しているように、人材マネ

ジメント部門が認識している企業の課題は、「若手社員の早期戦力化」が６２．５％

と第二位の回答を示し、第一位の「次世代リーダー育成」も若手育成と同義語とし

てとらえている企業もあり、従来よりも次世代リーダー育成を早期に行う必要性が

認識されている。 
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図１３ 「若手の早期戦力化」 [44] 

 

  

 

図１４ 「人材マネジメント部門が認識している企業課題 [45] 
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第３章：ミクロ的視点からの問題の所在～企業経営～  

序． 問題の所在（ミクロ）として、企業人として求められる能力を定義した上で、

企業の人材育成方法に関する問題を提起する。特に現在、企業で行われている

ＯＪＴとＯｆｆ－ＪＴを中心とした若手社員の人材育成方法における現状と

問題を明らかにする。 

 

３．１ 企業人として求められる能力 

  

（１）人間のパーソナリティ構造、能力構造 

 

仕事に役立つための人材の能力開発、育成方法を論じる前提として能力構造モデ

ルを表した幾つかの先行モデルを紹介し、本論文で研究する人材育成に関連する

「能力」に関して領域をまず明確にしておきたい。「能力」とは一般的な言葉でい

えば、『物事を成しうる力（広辞苑）』となるが、詳細な定義や能力の分類などはな

く、心理学、哲学、大脳生理学、教育学、経営学など極めて範囲が広く、また、時

代によっても変わりうる。そこで、能力開発を論じる前提としての人間のパーソナ

リティ（＊）構造、能力構造について以下に整理してみる。 

（＊）一般にパーソナリティとは、個人のもつ一貫した行動傾向・心理的特性。「性格」と同義に用いる

こともあるが、知能をも含めたより広義の概念をパーソナリティと呼ぶことが多い。（goo 国語辞典） 

 

   

 図１５ 切り株モデル [46] 

④役割性格 

③態  度 

Ⅱ．知  能 

②性 格 

①気  質 

Ⅰ．感 情 

Ⅲ．意  欲 
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図１５に示されているように人間のパーソナリティの構造は切り株の年輪とし

て以下の「気質」「性格」「態度」「役割性格」の４つの分類で説明できる。 

 

①「気  質」本人が持って生まれた素質的傾向。遺伝的気質があり、本能的な情

緒や欲求に関連している。生涯を通じて、もっとも変わりにくい。 

   ②「性  格」狭義の性格。幼少期に獲得された適応様式とされ、父親・母親   

（あるいは代替者）との関わりで身につけられたものである。変わり 

にくい。 

 ③「態  度」ものの見方、考え方であり、比較的、後天的に変わりやすい。 

   ④「役割性格」社会的役割を持つことによって身につくもの。 

例：父親らしさ。課長らしさ等。 

 

同心円（年輪）の中心（コア）に位置する気質に近いほど先天的で変わりにくい

とされて、表層に近づくにつれ、後天的に身につけやすいとされる。 

 

垂直断面は、「感情」、「意欲」、「知能」に分かれる。それぞれの年輪と密接につ

ながっている。 

Ⅰ．「感  情」人間の本能的な欲求であり、同心円の「気質」と結びつきが強い。 

Ⅱ．「知  能」同心円の「態度」「役割性格」などの周辺部と結びつきが強く、感 

情をコントロールし、合理的な行動に導く。 

Ⅲ．「意  欲」感情と知能を織りなし、目標に向かって動機づけるもの。感情を 

発散させるものとされる。[47] 

 

（２）コンピテンシー研究 

 

  コンピテンシーとは広く言動レベルで観察される「能力要件」「能力要素」の意味

であるが、高業績を上げるヒトに対するインタビューから形成されることが多いので

[48]、今では、「高業績を上げるヒトに共通する行動特性」「成果につながる発揮され

た行動」等といった意味で捉えられ、広く活用されている。 

 

  １）マクレランドのコンピテンシー研究 

 

ハーバード大学の行動科学研究者である D.C.マクレランド教授は、従来のアカデ

ッミックな性格特性ないし知識に関するテストは、学歴や経歴と同じく、職務上の

パフォーマンスの成功を予見しないこと、また、しばしばマイノリティや女性、下

層階級出身者のバイアスとなっていることを指摘し、成功と言える結果にたいして
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オペラント（条件づけられる）な行動や思考を確認した。簡単にいえば、どのよう

な状況下（出来事）のとき、どのような思考・感情が働くのかに着目し、高業績を

上げる行動とは何かを注目したのである。後にコンピテンシーが注目されるきっか

けとなった。[49]  

 

 

２）スペンサーのコンピテンシー概念[50] 

 

 スペンサーはコンピテンシーを次の５つのタイプに整理している。 

 

１．動  機 

２．特  性・・・身体的特質と状況（例：優れた視力とリアクションの早さは 

         戦闘飛行機のパイロットには重要な特性になる） 

    ３．自己概念・・・個人の態度や価値観、自己イメージなど 

    ４．知  識 

    ５．スキル 

 

図 16 の氷山モデルで示されているように、５つの要素のうち、スキル・知識は

見える領域として、自己概念、特性、動機については他人から見えない水面下の

隠れている領域として、それぞれ分類している。表面的なスキル・知識は、開発

しやすいとされているが、反面、コアになる特性・動機についての開発は難しく、

評価も難しいとされる。従って、自己概念・特性・動機はハイパフォースを左右

する差別化コンピテンシーと位置づけられている。 

  

 

 

 

     

 

 

   

   

 

 

図１６ スペンサーの氷山モデル [51] 

 

見える 

隠れている 

スキル 
知 識 

自己概念 
特  性 
動  機 
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図１７ コンピテンシー概念図 [52] 

 

 

図１7でしめされているように、中間層な自己概念（態度・価値観）は開発可能

とされるが、訓練や内面の心理に深く根ざす経験などが必要とされている。この

コンピテンシー概念をベースに評価制度を導入するためにはコンピテンシーの対

象となる高業績者を特定するとともに、その行動や能力、態度などを抽出・分析

し、コンピタンシー・デシクショナリーとしてまとめる必要があり、近年、コン

ピテンシー評価による人事制度を導入している企業も多い。しかし、必ずしも思

うように成果・業績向上につながっていかない。それはこの評価制度そのものが、

高業績の人の行動特性を（低業績の）出来ない人にマネをさせるものであるが、

出来ない人にはなかなか同じように浸透していかないからである。吉田は、コン

ピテンシーのコアパーソナリティである行動に至る固有の動機・特性は真似でき

ないと指摘している。[53] 

 その他、高業績を上げる人は必ずしも特定のタイプに限らないこと、また、あ

る状況化で行動するとき、特定の文脈が無数に関係しており、コンピテンシー行

動を評価し、成果につなげるには運用面で限界があると推察される。また、谷内

はコンピテンシーの評価活用はそもそも他社との競争優位につながる組織として

のコアコンピタンスと連動して初めて成果をあげるものであると指摘する[54]。

 

   自己概念 
 
 

 
 
態度・価値観 

 特性 
 動機 

スキル 

 知  識 
コアの 
パーソナリティ 

開発可能な 
コンピテンシー 

表 面 
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永井が指摘しているように提唱者であるマクレランド教授は、当初、コンピテン

シーは採用時における適性確認に使われていたことは注目すべきことである。

[48] 

 

 

 

（３）本論文で取り扱う人材育成のための「能力」の定義づけ 

～各モデルと企業の人材育成との相関関係～ 

 

“切り株モデル”の視点で人材育成を考えれば、企業の人材育成では、後天的

に身につきやすい「態度」・「役割性格」が大きく関連するものである。上司・先

輩が仕事を進める上で大切なものの見方・考え方を教えることは「態度」に影響

を与えるし、仕事をする上での立場（責任、権限）を与えて実践させることは「役

割性格」いわゆる“～らしさ”を形成することにつながる。また、仕事をよりよ

く実行するためには知識・スキルが必要だが、これらを身につけることは合理的、

目的的に判断する「知能」を高めることにつながる。「意欲」は文字通り、目標

に向かってモチベーションを高めることであり、その本人のもつ才能を引き出し、

感情をコントロールさせ、行動させることに直結する。 

反面、「気質」のような先天的なもの、幼少期で主に形成される「性格」につ

いては企業内教育では、直接的に取り扱えるものは少ない。 

 

“コンピテンシー研究”の視点ではマクレランドが指摘していたように、コン

ピテンシーは元々、採用時や配置転換において、求められるものを明確にし、そ

の適性確認をすることによって人材の有効活用を目指す、この目的で使用されて

いた。実際、採用時における簡易な適性テストや、アセスメント（評価）研修で

は、1 人の行動を３～４人の複数の目で観察して評価するなど、現在でもよく活

用されている。 

基本的にはコンピテンシーのコアの部分「動機や特性」といった能力要素は、

開発することは難しく、これは対象としては取り上げない。そして、「価値観や

自己概念」といった能力要素はスペンサーが言うように開発可能なテーマではあ

るが、自らのこれまでの経験が大きく影響し、企業内でも実際の長期間にわたる

仕事の中で自らの失敗経験や成功経験の際、これまで持っていた価値観に影響を

受けることや自信を得て自己概念が変わっていくことが中心である。「価値観や

自己概念」の領域では、上司や先輩ができることは偶然に起きた出来事を逃さず

タイミングよくフィードバックし、動機づけを行うことである。また、教育担当

者ができることは、職場異動や役職が新たに加わるなどのキャリアの節目節目で
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社員自身の棚卸しをするために研修設計し、その機会を提供するなどである。本

人がもっている原体験から来る志向性や価値観といったものは容易に変わるも

のではない。 

ここで取り扱う領域は、あくまで組織の業績に貢献するために求める行動なり、

スキル・知識・態度なりを明確にし、いかにタイミング良く指導するか、また、

いかに本人へ動機づけすることができるかという点を中心に着眼している。 

 

そこで、これらの能力構造やコンピテンシーの先行理論に基づき、仕事に役立つ

ものを「能力」として幅広くとらえ、本論文では 

 

『組織人として実際の仕事の現場で役立つために必要な知識・スキル・態度を活

かして行動に移すことができる』=『能力』 

 

と定義して研究を進めていく。 

 

具体的には、組織人として個人及びチーム（組織）で仕事を行う上で、必要な「知

識・技能（スキル）」や「態度（ものの見方、考え方）」、「役割性格（仕事人として

の役割がもたらした性格）」をいかに育成・開発し、実際の仕事に役立つ「行動」

に結びつけるかをテーマとしている。「組織人」をあえて入れたのは、第２章で論

じた企業や組織、チーム全体としての一体感がない問題点やまたチーム目標達成よ

りも個人の目標達成だけに重きを置く行動が目立つ問題点を加味し、検討した結果

によるものである。そもそも組織が成り立つためには、１．共通目的 ２．貢献意

欲 ３．伝達（コミュニケーション）の３要素が必要条件であることはバーナード

の研究で明らかにされている。[55] この組織の３要素に関して、現在の多くの日

本企業が構造上の問題として表れており、必要な条件として再確認する必要がある

からである。 

 

述べてきたことをまとめると、コンピテンシー概念の中での「価値観や使命感や

自己概念」の開発は容易ではないが、本論文では、長年の仕事を通じて上司や先輩、

あるいは取引先など周囲と本人との関係の中で経験したことから気づくものであ

り、これらも上司や先輩や教育担当者は適切な場面（現場や研修）でいかにタイミ

ングよく的確に気づきを与える働きかけを行えるかという観点で取り扱う。 

本人がもつ「動機や特性」といったいわゆるコアのパーソナリティに類するもの

は行動に大きく影響を与えるが、ここで論じる人材育成、能力開発の対象とする「能

力」には基本的に含めていない。 
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 ３．２ 企業内人材育成方法の現状と問題 

 

  （１）人材育成方法の概論 

 

人材育成とは、教育訓練、配置、仕事の割り振り、人事考課などを通じて、人材

の貢献可能性や人材の価値を高めるための人材マネジメント機能であることはす

でに述べた。採用された人材は能力を向上させ、知識やスキルを獲得することで、

新しい仕事やより高度な仕事を行っていくことが可能になる。そして、そのことが

企業にとってより価値の高い人材となる。つまり、守島は人材育成の目的を、「１．

個人の能力を高め、将来に渡って貢献の可能性を高めていくこと」「２．組織の能

力を高めるための『必要な人材＝経営資源』を獲得するための必要な投資」この２

つであると整理した。[56] １は個人の立場、２が経営の立場を主に代弁している

と言えよう。 

その中での企業内での人材育成の方法として、次の３本柱が最も良く採用されて

いる。 

１．ＯＪＴ    （Ｏｎ Ｔｈｅ Ｊｏｂ Ｔｒａｉｎｉｎｇ） 

２．Ｏｆｆ－ＪＴ （Ｏｆｆ－Ｔｈｅ Ｊｏｂ Ｔｒａｉｎｉｎｇ） 

３．ＳＤ     （Ｓｅｌｆ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ） 

 

ＯＪＴは仕事を通じての教育であり、職場で日常の仕事をしながら（させながら）

上司や先輩などの指導者の指示を受けながら技能を磨いてくもの。Ｏｆｆ－ＪＴは

集合研修や工場見学のように、いったん職場を離れて行われる「職場外教育」。Ｓ

Ｄは、個人が自発的に学び、レベルをあげていこうとする行為。会社は必要に応じ

支援を行っている。この３つが企業内の人材育成法としての 3本柱といわれる。 

この中でＯＪＴは実際の業務に直結しており、最も有効な教育訓練方法であり、 

現場では習うことの出来ない知識や技能についてはＯｆｆ－ＪＴやＳＤの教育訓

練方法が重要な役割を果たすとされてきた。しかし、図１８で示されるようにＯｆ

ｆ－ＪＴ実施率、計画的ＯＪＴ実施率はともに 1990 年代前半をピークに低い水準

で推移する傾向にある。教育を「競争優位獲得のための人材育成のための投資」い

う考え方と捉えず、「目先の利益確保のために必要なコスト項目」と捉えたため、

Ｏｆｆ－ＪＴ（特に集合研修）などの回数が減ったことが原因と考えられる。一方、

計画的ＯＪＴの実施回数が減ったのは、第２章で述べたように正社員の減少など人

員が減り、教える余裕がなくなったこと、また、チームで助け合うといった雰囲気

がなくなり、職場全体で若手を育てようとしない風土になってしまった事など原因

と推察される。 
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図１８ 企業による教育訓練の実施率の推移 （通商白書 2006）[57] 

 

荒井は、さらに最近では、新しい概念（コーポレトガバナンス、ＣＳＲ，ユビ

キタス社会等）が出てきて、また、技術革新に基づくものも含め、内容が新しい

もので新たに知識体系を組み立てていく必要がある場合、ティーチング（講義や

現場での手に手をとっての指導）は難しく、一般的な講義形式のＯｆｆ－ＪＴ（集

合研修）や計画的なＯＪＴにそぐわなくなったことも要因のひとつであると指摘

している。[58] 

 

 

（２）ＯＪＴの代表的特徴と問題点 

 

１）ＯＪＴの具体的方法 

 

   ＯＪＴは基本的に部下の個性や関心、能力や周囲の環境、現状等を勘案し、行

う個別指導であり、非常に重要で、上司にしかできない効果的な育成方法である。

ＯＪＴには以下のような具体的方法[59]がある。★は、筆者のコンサルティング・

研修したクライアント先（約 100 社）の現況・問題を各方法と関連づけて記述して

いる。 

 

①職場指導面接（業務目標設定とフォローアップ） 

人事考課制度の「目標管理」をＯＪＴに活用する。育成目標を上司が一方的に

立てるのではなく、部下に業務目標を設定させて、これをめぐって上司と話し

合い実行する過程で部下の能力開発を図る。 
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★近年、多忙な上司では面談が形式的になり、また、面談を行わないという 

ケースも出ている。 

 

②仕事の割当 

社員の職務遂行能力は主に職務遂行を通じて開発される。部下を成長させる有 

効な機会としては、a.単純な仕事から複雑な仕事へ b.基礎的仕事から応用へ  

c.本人の能力を少し上回る仕事を与える、などがある。 

 

★若手社員の初期段階の能力育成に役立つ基礎的な仕事は、派遣社員の増加

で、十分に経験する機会が与えられていない。人手不足の中、段階的に仕

事の割当をしづらい状況にある。 

 

③日常指導と機会教育 

都度、都度、あらゆる指導の場面を捉えて教育する。（例）１．口頭での対話

指導（ミーテイングや朝礼、昼休み中での会話、面談等）２．手に手を取って

の実務指導（見本を見せる。やり方を教える。叱る。ほめる。等）３．態度指

導（模範を見せる。背中で教える） 

 

★叱れない上司が増加し、逆に叱ることに慣れていない部下の増加で本音の

コミュニケーションが不足している。 

 

④権限拡大、職務充実  

仕事の責任と権限を増やす。このことにより、広い立場で物事を考えたり 

単独での意思決定や、後輩を指導する場面を増やすなどの経験を積ませる。 

 

★権限を委譲せず、仕事を抱え込む上司が増加している。上司自身がプレー

ヤーに走り、部下を育てる余裕がない。あるいは仕事のすべてを任せてし

まい、自らは監督責任を放棄し、育てるという前提が崩れている状況も多

い。 

 

⑤職務の拡大、交代、教育的配置  

仕事の範囲を拡げることである。例えば製造現場でいえば、何人かで分担して 

いた仕事を一人で仕事をこなすように変更する。自己啓発の意欲を高める効果 

がある。職務の交代は、異なる職種に移動することで、異質の職務を経験する 

ことができ、仕事の幅が広がり、見方が広がる。教育的配置とは、プロジェク 

トチームへの教育的参加や一時的な他業務への派遣などである。 
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★プロジェクトチームへの若手の参加は近年、減少しているようである。理

由の一つは戦力化されていない若手が教育的理由で配属されると指導に

時間がかかり、現場の負担が増える。このことを敬遠する傾向がある。 

 

⑥研究課題とレポート提出  

マニュアルだけの仕事では自分で考えなくなる傾向が強まっている。 

 

⑦その他（パーソナルコーチング等） 

新人を先輩がマンツーマンで指導するブラザーシスター制度などで、パーソナ

ルコーチングを行っている会社もある。 

 

      ★ティーチングとコーチングを部下の発達段階で使い分けることが重要だ 

が、使いこなせる人とそうでない人のスキル格差が大きい。 

 

２）ＯＪＴの利点 

 

  本人が十分な仕事を行うだけの能力がないにもかかわらず、仕事をさせてみて、 

その場で指導することができる。業務に直結するスキル・知識が身につけられる 

事と、実際の職務・仕事を体験しながら学べることが最大の利点である。 

 

上司からの目線で代表的な特徴・利点を整理[60]すると 

 

    ①現場に密着した内容（知識・スキル・態度）を日常不断のあらゆる指導局面 

でタイミング良く指導しやすい。 

 

    ②教えられる側の能力や現状や個性に沿って個別に 1対 1で決め細やかな指導 

ができる。（反復指導など） 

 

    ③職務の割当や日常の業務指導を通じて、上司は部下に強い影響力を持っており、 

上司の仕事の進め方やものの考え方は、直接あるいは間接に部下に伝わえやす 

い。 

 

    ④指導者自身もレベルアップできる。（理解していることを教えることでさらに 

理解が増すなど。） 

 

    ⑤教える内容が仕事に直結するため、教えられる側のモチベーションが高まる。 
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⑥トレーニングを通じて上司と部下のコミュニケーションが円滑になる。 

 

⑦後継者育成に適している。 

 

  ３）ＯＪＴの問題点 [61] 

 

   第２章において、ミドル社員の若手社員へのＯＪＴ・指導力不足と業務多忙に

よる時間不足は構造的な背景から起こっている問題として既に触れた。ここで

は、さらに掘り下げて問題について記述する。 

 

①指導者もＯＪＴの必要性はわかっているが、多忙で時間がなく、ひいては精神 

的負担となっている。 

 

    ②上司自身の知識や経験の枠、上司の器によって、制約を受ける。また、その上

司の教えるレベル次第で、教わる方の成長にもバラツキが生ずる。  

      

    ③変化の激しい環境では、自分が身につけた内容が陳腐化してしまい、そのまま

教えられないケースや、テーマによっては、スキルレベルが上司よりもむしろ

部下・後輩のほうが高いケースもあり、上司自身が変化のスピードに対応でき

ないケースがある。 

 

    ④仕事中心であるため、当面の問題解決が対象となりやすく、とかく短期志向で、

視野も狭くなりがちである。 

 

    ⑤部下の個性や能力に沿って行われるので、一度に少人数しかできない。 

 

    ⑥上司―部下のタテの関係で展開されるため、ヨコへの広がりをもった組織行動

には適さない。 

 

    ⑦上司と部下の間に信頼関係がない場合は、形式化して効果があがらないケース

が多い。 

 

    ⑧自分からコミュニケーションを働きかけることが苦手な若手社員が多い。教え

方次第では、新人社員がストレスを感じすぎ、逆に参ってしまう人がいる。 
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 （３）Ｏｆｆ－ＪＴの代表的特徴と問題点 

 

１）多様化する研修（Ｏｆｆ－ＪＴ） 

以下、多様化する研修の内容・形態とその背景を紹介する。研修目的と受講さ

れる対象者及び参加の仕方により、階層別研修、選択型研修、選抜型研修、職能

（職種）別研修等の種類がある。呼び名は様々であるが、目的・背景に合わせて

多様化が進んでいる。 

 

①階層別研修 [62] 

ⅰ.新人社員研修 

  会社の業務形態や規則の説明、電話の受け方・掛け方や報告・連絡・相談

等の社会人のマナー教育に始まり、職業生活をスムーズに進めるための仕

事の進め方などを中心に行う。 

   

ⅱ．中堅社員研修 

  入社 5年目までの中堅社員クラスは、業務遂行に役立つと考えられる知識

やスキルを学ぶ。例：仕事の改善の仕方等。入社 10 年目ぐらいの中堅社

員になると、組織内における役割意識と期待行動を再確認するものが多く、

経営の視点をインプットさせる。概ね、主任・係長として、上司や部下の

間のリンクピンのような役割を期待されている。 

 

ⅲ．監督者・管理職研修 

  部下を持つ立場として、全社戦略を再理解し、管理者として必要な部下指

導スキル（モチベーション・やる気の高め方）や職場活性化、問題解決の

考え方、方法などを学ぶ。一般従業員から管理者層へ変わることもあり、

課題形成能力など主体的に自分が動くような意識改革をテーマとするも

のも多い。新人研修に次いでよく行われている研修である。 

 

監督者研修の一例として、電鉄会社やメーカーを中心に部下への仕事の教え方 

や製造現場の安全指導などを目的とした技能研修がある。 長く継続的に採用さ

れているものに、ＴＷＩ研修[63]というのがある。これは仕事の教え方を第１ス

テップ：習う準備をさせる。第２ステップ：仕事と内容を説明させる。第３ステ

ップ：実際にやらせてみる。第４ステップ：教えた後を見るという４つのステッ

プで文字通り、手取り足とりで人材育成に関わっている。このＴＷＩは第二次世

界大戦当時、米国の技術者たちにより開発・普及されて以来、今もなお、管理職

の昇格者研修の位置づけで研修として活用している企業も多い。 
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また、この階層別研修では、部下、後輩の動機づけ、モチベーションアップをテーマ

にする事も多い。以下の図 19 は入社 10 年目クラスの製造メーカーでの「やる気が高

まる時」のテーマでＫＪ法により作られた例である。 

 

 

図１９ 繊維・薬品メーカー（上場会社） 階層別研修  

ＫＪ法 『やる気を高めるためには』[64] 

 

ⅳ．経営者研修 

  全体的な立場からの視点を築き、行動することが目的であり、特に環境変

化に適応するため、グローバル規模でものを考える力をつけるなど、「経

営戦略づくり」などの教育テーマが多い。 

   

以上、代表的な階層別研修を取り上げたが、階層別研修は、基本的に職能等級に分

けて段階的に参加を義務付けたりしていることが多い。特に 1980 年代前半までは、

職能要件とともに、画一的に“どのような能力を、どの時期に、どのレベルまで”と

求められる人材が明確に設定され、実施できていた。ところが、1990 年以降、途中入

社組が増えたこと、また、プロパー社員であっても自分のキャリアを主体的に築きた



41 
 

い人が増え、このような人々にとってはこの制度に対して不満をもっていた。また、

企業経営の観点でいえば、各企業が早期退職制度、希望退職、指名解雇など頻繁に人

員整理が行われるようになるにつれ、従来のような階層別研修が投資に見合う効果が

あがらなかった。これらは当時の経営者の共通認識であった。 

 

   ②選択型研修 

 

   1990 年後半以降、キャリアの多様化で若年者を中心に入社してから最後まで同じ 

会社に勤めあげなくてもよいという価値観の人が増え（または逆に最後まで勤めあげ 

られない場合もある）、従来の階層別を中心とした一律的プログラムは全員に当ては 

まめることは難しくなってきた。また、図 20 で示しているように 1999 年に 日本経 

営者団体連盟（現在、日本経済団体連合会）は「エンプロイアビリティ（雇用され得 

る能力）」という概念を発表している。これは企業が社員の長期雇用を保障しない代 

わりに他社でも通用する能力（エンプロイアビリティ）を開発するための機会を提供 

する考え方である。[65] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図２０）企業における「従業員自律・企業支援型」の具体的な人事政策 [66] 

      ＜各段階共通＞ 

①「育成・仕事・評価」という一貫した人事システムの構築 

②個人の希望を尊重した人事システムの提供 

③自己啓発の情報と機会の提供 

④「キャリア開発プラン作成・実行支援プログラム」 

⑤「キャリア開発プラン・ライフプラン／カウンセリングシステム」 

⑧外部教育機関との連携・公的諸制度の活用 

 ヤング層 

①一定レベルまでの、Off

‐JT による統一的な教育 

②適切なＯＪＴ 

③「キャリア開発プラン作

成・実行支援プログラム」

による支援 

   ミドル層 

①キャリア選択に応じた適切な評

価、配置、育成 

②「キャリア開発プラン作成・支援・

実行支援プログラム」と選択、選抜

型教育によるキャリア開発支援 

③市場価値認識と社外にも通用する

能力の向上のための社内外での交流

 シニア層・拡充期 

①より高度な業務経験による能

力の維持向上 

②選択、選抜型研修等による幅

広い視野と識見の醸成を支援 

③「キャリア開発プラン作成・

支援・実行支援プログラム」に

よる自己革新能力の育成 

 ハイシニア層・再構築期 

①新たな職務、働き方の開発

②自己啓発支援のための諸

制度の整備 

注：各層は能力形成のレベル

に応じた段階を示すもので、

年齢や勤務年数を示すもの

ではない。 
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他にもこの報告書の中で、社員が自己責任で自分のキャリア開発のテーマを考え

るとともに経営側も“必要とする人に必要なことを支援する形”として人材育成を

捉え、実施する方向も提唱している。これは従業員自律型・企業支援型の研修と位

置づけられ、現在はカフェテリアプランという名で自由に選択し、組合せて受講で

きる選択型研修は広まっている。 

     選択型研修には 

      ⅰ．必修型選択研修 

資格や役職、年齢などに応じて、何らかの講座を受講することを義務付

けているが、どの研修を受講するかは本人が選択するものである。 

 ⅱ．自律型選択研修（目的別教育ともいう） 

   対象者の限定もなく、しかも受講するかしないかも本人に任されるもの。 

教育担当者も講座を上、中、下、自由にレベルを設定できることなどの 

メリットがある。 

 

③選抜型研修 

潜在能力の高い人材を早期に見出し、戦略的に育成していくものである。特定 

のプログラムを組んで会社がそれにふさわしい人材を選抜して行う。選抜の方法

はいろいろで上司推薦もあれば、人事評価の結果の場合もある。次期幹部候補生、

次期取締役候補生などを対象として実施されるケースが多い。 

 

④職能（職種）別研修 

営業パーソン研修や技術開発研修などといった職種研修も盛んに行われてい 

る。図２１は営業コンサルティング研修のカリキュラム例であり、専門知識スキ

ルの育成を目的としている。 

      

      図２１ 営業コンサルティング研修 のカリキュラム例 [67] 
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２）Ｏｆｆ－ＪＴ（集合研修）の利点 

 

 Ｏｆｆ－ＪＴの特徴・利点を上げると次のようなものである。[68] 

 

①同一の階層・職能・専門・部門・スキルの労働者に対して同じプログラムを

提供することにより、均一レベルの知識やスキルが取得できる。この結果、

ボトムラインのレベルを上げることができる。 

 

②①の結果、同属性内の業務上のコミュニケーションが円滑になる。また、現 

場の問題や状況を同じ共通言語で議論できるようになる。 

 

③日ごろの業務の意義づけができ、モチベーションが高まる。 

 

     ④社内の他の部・課の上司や社外の専門家を招いて、日ごろの仕事を通じてだ

けでは習得できない現場の知識やスキル、それ以外にマネジメント概論や経

営管理に関する知識やスキルを習得することができる。また、普段とは違う

物の見方、判断基準を学べることができ、視野を拡げることができる。 

 

     ⑤業務を離れて講義形式の教育を受けることによって、仕事上のリフレッシュ 

を図り、また同教育を受けた個人間で人的なネットワークが形成できる。 

 

     ⑥働く人のキャリアの節目（例：係長に昇格した。配置転換が決まった。リー

ダー候補として早期選研修に選ばれた等）のとき、受講生の心構えができ、

やる気が高まるので効果的に次の準備ができる。 

 

 

 

  ３）Ｏｆｆ－ＪＴ（集合研修）の問題点  

       

    ①教育スタッフが現場のニーズを把握していない場合、また、教育研修の情報や

世の中の動きをつかんでおらず、教育を進める場合、研修設計がニーズに合わ

ないケースが多く、現場の期待とは違うものが出来るリスクがあることを桐島

[69]は指摘している。このギャップによる不満は日常的に現場で多く聞かれる

意見である。準じて外部コンサルタントに全て一任して依存度が強くなりすぎ

ると、本来の目的からかい離するリスクもあると言われる。[70] 
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  ②研修による教育効果を正確に把握できていない。 

     研修がニーズとマッチしておらず、効果的な内容でない場合、単なる息抜きで

終わる可能性がある。作文やレポートの提出などを求める場合も多いが取り組

みに個人差があることやセレモニー的なレポートになることが多い。 [70] 

 

    ③業務が多忙なので管理者が部下の派遣や自分の参加に対して消極的になる可

能性がある。また、研修終了後の現場でも上司のサポートがなく、せっかく学

んだことについても好意的でないケースも多い。[70] 

 

    ④講師の力量（進め方・人柄）の差によって同じ内容でもばらつきが大きくなる。 

 

⑤学んだ知識・スキルがどの状況下で、どのタイミングで、どのスキルをどのよ

うに使うのか、また、どのスキルがどの組み合わせて現場に役立たせるのか、

つながりが見えないことが多い [71] 。ロールプレイングで学んだことも現場

での状況がまったく同じ形で再現できることが少ないことから、現場での応用

が利かないことも多い。 

 

    ⑥その他、⑤以外に集合研修で学んだ内容が現場で活かされない理由[72] 

 

    ａ．組織の社風が新しいやり方に許容的でなく、せっかく研修で学んだことや

身につけたことが活かせる状態にない。 

ｂ．本人が、仕事の事や個人的な事で心配事や悩みを抱えている。 

ｃ．参加者が自分の能力に自信がもてない   

 

ジョイス＆シャワーは図２２に表わされているように、学びと現場での応用を

サポートする上司の存在の有無で“仕事への応用の度合い”に影響を受けると指

摘している。⑥の aは環境要因、ｂやｃは本人要因であると考えられるが、上司

によるサポート不足がそれぞれ大きく影響していることは間違いない。図２２の

吉田の報告によると、研修の要素として、『理論＋実例紹介＋練習』の組み合わ

せでは仕事への応用が、１０～１５％だったものが、『理論＋実例紹介＋練習』

に『上司のサポート』が加わると仕事への応用が８５％まであがる結果が得た。

研修を現場で活かすためには、上司自身が研修内容と目的をしっかり理解してい

る前提が必要であり、そのためにも事前に研修内容について、上司をはじめとす

る関係者へすり合わせ、方向づけを確認することが重要とされる。［73］また、

上司の現場でのフォローもしっかり行うことが重要である。現状は研修と現場の

連携がとれていないのが実態である。 
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    研修の要素       理  解 技能の習得 仕事への応用

理論  ８５％  １５％ ５～１０％ 

理論＋実例紹介  ８５％  １５％ ５～１０％ 

理論＋実例紹介＋練習  ８５％  ８０％ １０～１５％

理論＋実例紹介＋練習＋サポート  ９０％  ９０％ ８０～９０％

    図２２ 「現場実践の効果が上がるために」 [74] 
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第４章：人材育成に活用される代表的学習理論（先行研究）の 

レビュー 

 

  序  第２章のバブル崩壊後の日本企業の構造上の問題、第３章の企業内の人材育成

方法の現状と問題を踏まえて、人材育成に活用される代表的学習理論（先行研

究）のレビューを行う。まとめとして、この先行研究のなかで企業内の人材育

成方法論として取り入れられている「体験による学習」の価値見直しを問題提

起する。 
 

４．１ 「学習心理学」から見た学習に対する考え方 

 

   （１）学習とは 

 

     人は皆、自分なりの教育に対する見方（教育観）、学習に対する見方や思いこ 

    み（学習観）を持っている。ある人は「頭でっかちになるな。自分で失敗しなが 

ら身体で覚えろ」という。ある人は「作業手順書を読んで、一度、手順通りにや 

ってみなさい。そこでわからないことがあったら何でも聞きに来て。」という。 

ここに何らかの教育観・学習観が働いているとも言える。 

 

ここで『学習』と『教育』の定義を行い、違いを明確にしておこう。 

まず、『学習』であるが、産業能率大学インストラクター研修の講座では、学習

とは、“経験”の結果として生じる認知と行動の比較的永続的な変化のことであ

る。」と教えている。[75]また、学習心理の研究家であるジーンとウェンガーに

よると、学習とは「日常の中で複合的、継続的に進行する組織・個人の行動や考

え方が変化していくプロセス」[76]としている。両者に共通することをまとめれ

ば、概ね、学習とは『体験から気づいたことで今までの行動や考え方が変わるこ

と』であると言える。これは基本的に学習心理学の立場からの見方である。一方、

『教育』とは何か。教育は「education」の動詞は「Educate」あるが、語原は「引

き出す」という意味がある。一般に「人がよりよく生き、またそれによって社会

が維持・発展するように、人の持つ能力を引き出したり、新たに身につけさせた

りする活動」と言われる。[77] また、長岡は『教育』とは「組織・個人による

主体的な活動としての“学習”を効果的・効率的に実現するための意図的な支援

活動である」と定義している。[78]つまり、『学習』は主体的な行動からの気づ
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きからの変化がメイン、『教育』は学習者を支援する活動であると言える。 

次節では、学習心理学の「学習（学び方）」に対する３つの考え方（主義）であ 

る『行動主義』『認知主義』『状況主義』を先行研究として解説する。      

 

   （２）行動主義 

 

     行動主義を図２３に示されるように、「刺激と反応の組み合わせ」が頭の中に

形成され、人間の有能さは、すべて「アタマ」のなかにあると位置付ける。つ

まり、基本的に“繰りなすことで学習効果が上がる”[79]と考えるものである。  

 

   

      図 23 ：行動主義の考え方を筆者が図解化 [80]  

 

    問題（刺激）に対して出した答え（反応）をすぐに正しいのか（正しい場合は、 

    ほめる＝強化）、間違っていたのか（間違っている場合は理由を伝える）を即時 

    フィードバックする。この繰り返しを行うことで学習レベルをあげていく。 

 

①即時フィードバックの原理 

 

反応（出した答え）に対してすぐにフィードバック（＝結果の知識）するこ

とで、刺激（問題）と反応（正しい答え）が結びついて、その組み合わせ（正

しい導き）が強化されていくという考え方である。 
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     ②スモールステップの原理 

 

難易度を次第にあげていくことを言う。例えば、暗記すべき項目が多く、レ

ベルが高い資格試験なども段階に分けてじょじょにレベルをあげながら学ん

でいくという考え方である。また、新人研修内でも名刺交換などの自己紹介で

も、名刺の出し方、受け取り方、名前の名乗り方、名刺を受け取った後の椅子

の座り方など段階的に分けてロールプレイングを実践する。段階ごとにマスタ

ーすればほめて動機づけ次に進み、最後は全ステップを通して行うなどのやり

方である。やり方や回答が複数ある場合や、解釈が複雑に分かれるものはこの

原理は適用できない。 

 

現在でも、学校現場で用いられるマルチメディア型のドリルや、企業内教育

で用いられる E-ラーニング教材等では、この即時フィードバック原理やスモー

ルステップの原理が応用されている。 

 

（３）認知主義 

 

認知主義の研究者は、図２４に示すように、コンピューターの各パーツを人間の

アタマの各部門にあてはめて考え、人間の知的な振る舞いを「アタマ」の中の情報

処理プロセスとして明らかにした。 

 
（図 24）認知主義：情報処理のプロセス [81] 
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図 24 で示されるように人間が情報入手する場合は、五感を通して情報を入れる

が、これはコンピューター処理でいえば①にあたる。そしてそこから入った情報は

数秒間だけ情報を蓄えることができる「短期記憶（作業記憶：ワーキングメモリー

ともいう）」に蓄えられ、アタマの中で処理される。これがコンピューターでいえ

ば、②のメモリーであり、③の CPU にあたる。処理された情報は、④の出力をする

か、必要ならば、⑤のハードディスクにあたる「長期記憶」に蓄える。このことを

学習との関連づけにおいて解説すると、人間は何もしなければだんだんと忘却して

しまうので、情報を何度も繰り返し（リハーサル）、あるいは意味の似ているもの

とまとめて覚える（体制化）ことが重要である。[82] 

 

学習曲線（Pirolli＆Anderson）（図２５）の[A］、[B]は学習の量的回数と正解率

の関係を表したものであるが、このデータはリハーサルや体制化の重要性を証明す

る結果となっている。[A］、[B]も繰り返し、試行していくと正しい反応（正解）が

上がる結果が出てきている。[B]は、学習に際し、ある一定の回避される条件があ

った場合、上昇カーブはゆるやかになるが、ある一定ラインを超えて繰り返すと急

速に上がっていった。 [C]は、練習日数が多いほど、解を出す時間が短縮されて

いる結果を表している。 
 

 

図２５ 学習曲線 [83] 

これらの学習曲線は、ある運動学習から問題解決学習に至るまで多くの学習に見

られる曲線である。[C]の学習曲線は、「ＲＴ＝ａＮ‐ｂ」（＊）としてあらわされ、

かなり普遍性を持つ法則であることから、「学習のベキ法則」[84]とも言われて

いる。  ＊：ＲＴは反応時間、Ｎは練習時間、ａ，bは課題によって変わる定数である。 
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企業内教育における集合研修、ＯＪＴによる基本的なスキル・知識においても繰

り返し復習することで身についていくのは同じであり、重要な考え方である。つ

まり、何回も繰り返し、繰り返し同じパターンを経験すると再現率が高まるので

ある。 

 

この認知主義と行動主義は、一見異なっているように見えるが、決定的な共通

点がある。それは前提が「人間の知的有能さがアタマの中に存在する」ことであ

ると中原は指摘している。[85]  

 

 

 

（４）行動主義・認知主義の応用例～松下電器ＩＴ教育研究所の新しい取り組み～ 

 

松下電器ＩＴ教育研究所は、2000 年 4 月に『法務社員のナレッジを活用したコ

ンプライアンス研修プログラム』を導入した[86]。ＩＴを活用した新しい教育サ

ービスモデルである。このプログラム開発の背景には、現在のコンプライアンス

（法令順守）などの研修に関する問題があった。現在、コンプライアンス研修は

数も多く、また、企業側が社員に実施したいプログラムの一つではあるが、社員

がスキルアップの目的で希望して受講したい内容になっているわけではない。コ

ンプライアンスの研修効果をあげるには次の３つの課題を抱えていた。 

 

１．研修者の学習意欲がわかない。 

→受けなければならないが希望しているわけではない。 

２．学習効果がわからない。 

   →自分に役立ったか、スキルアップしたかがわからない。 

３．学習が継続しない。 

   →１．２の理由による。 

 

そこでモニタリングを取り、各人が知りたい、必要なニーズを把握して、テー

マを決めた。結果はコンプライアンス教育においては、営業や技術などの一般社

員は問題発見の能力がニーズであり、逆に法務・コンプライアンスの専門部門に

は問題解決能力のほうが重要なニーズであった。これらのニーズをテーマ分類ご

とに分け、受講生のレベルに合わせた事例問題を提供し、受講生はネット上で自

分に合ったテーマの問題を選び、回答を出す。即、結果がレーダーチャートでフ

ィードバックされ、現在の到達レベルと次の学習課題がわかる診断結果がネット
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上に表示されるので学習効果が各段にあがった。言わば「学習効果の見える化」

結果である。図２６では個人レベルの見える化のデータサンプルである。他にも

組織レベルの見える化も行っている。 

 

 

図２６ ＩＴによる学習結果のデータサンプル [87] 

 

   このシステムは、問題の回答後、正誤の判定が画面にアップされるので、すぐに結

果がわかるようになっている。行動主義の①即時フィードバックの原理が応用されて

いるので自分の勘違いや知識不足など、すぐに修正され、改善につながっている。他

にも、診断結果のレベルに合わせて問題の段階を上げていく②スモールステップの原

理も応用している。さらに継続的に行える仕組みである事も合わせて、行動主義・認

知主義の学習の考え方の要素を取り入れられたプログラムとなっている。 

 

  この松下電器ＩＴ教育研究所の研修の仕組みは、１．事前テスト ２．（この）ネッ 

ト診断、３．ｅ－ラーニング、４．集合研修と組み合わせて一段と効果を上げている 

ようだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正誤の判定が画面

に即表示される 
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  （５）状況主義（状況的学習論） 

 

状況主義は、行動主義、認知主義と違い、アタマの中の知識獲得には焦点を当て

ていない。人間が知的に振舞うには、実際の環境のなかでどのように振舞い、どう

いう相互作用を営むかといった視点に焦点をあてる。図２７で示すように新人と周

囲のやりとりのなかで、例えば、自分の話に反応してくれるお客様や必要な時に必

要な場面で助けてくれる上司、営業の資料作成の仕方を丁寧に教えてくれる先輩な

ど、外部の状況と本人の関係が変容していくことそのものが学習であると捉えてい

る。 

  

図２７ ある営業マンと上司とのやりとり・周囲の状況 [88] 

 

これは経営学でリーダーシップ行動論に位置づけられるクルト・レヴィン「場の 

理論」でも状況主義と同じく、外部と本人の関わりで行動が変わるという所見を述

べている。［89］レヴィンは、人間の行動は単なる「刺激→反応」とういうモデル

ではなく、人間の置かれている「場」の力学を認知し、人間はそれに基づいて目標

達成のために意図的に行動選択をするという考え方をリーダーシップ論としてま

とめた。 
 
         「場の理論」 ⇒ B＝ｆ（P、E）   

 
集団の中での行動（Ｂ：behavior）は人（Ｐ：person）と環境（E：enviornment）
の関数と考えている。 
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以上、認知主義、行動主義、状況主義と学習に対する異なる３つの考え方を整理し

てきた。学習とは単純にアタマの中にある空っぽのバケツに知識を堀りこむことでは

ない。冒頭に述べたように学習とは、『体験から気づいたことで今までの行動や考え

方が変わる』である。言いかえれば、獲得した知識を自分なりに組み替えたり、他者

と相互関係の中で作業したり、助け、助けられながら知的作業を行いながら学んでい

くものである。これらすべてが学習につながるので学習するうえで認知主義、行動主

義、状況主義の優劣をつけることは全く意味のないことである。  

 

 

  ４．２ 学習モデルの先行研究 

 

すでに述べたように『学習』は気づきからの行動の変化であり、『教育』は学習者

を支援する活動であるという前提に立っている。つまり、教育活動の目的は、あくま

でも学習者が学習活動する上で支援を行うものである。 

 

ここで学習を個人の学びだけでなく、『組織の中での個人の学び』に解釈を広げて

考えてみる。学習研究家の吉田[90]は、組織における学びの要素として、１．学びの

主体である一人一人の社員がおかれている状況や環境 ２．個人のやる気 ３．学び

の方法 の３つがあると主張している。 

 

１．学びの主体である一人一人の社員の置かれている状況や環境では、個々のやる

気を妨げない組織の環境が重要である。特に組織のリーダーの導きは重要な要

素である。組織のリーダーの行動次第で社員が学習する環境にできるかどうか

大いに影響を受ける。リーダーの行動は組織文化にも影響を与えるのである。 

  

２．個人のやる気は、個人の関心、こだわり、夢、思い、ビジョンや抱える課題、

これこそが「学び」の原動力とされる。例えば、本人にとってその仕事が面白

いと思え、やりがいを感じれば集中できる。また、周囲の役に立つことができ、

仕事に活かせ、自分の成長を実感できる場合もやる気が高まる。個人の思いの

強さは学ぶ意欲を高めるのである。 

 

３．学びの方法、学びを作り出す方法である。人は抱える問題も夢も、動機も様々

で学び方や学ぶスピードも多様であるから、多様な方法で学ぶほうが効率、効

果的である。 
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これから述べる学習モデルは、人材育成担当者や教育者が学習者を支援するために

どのようなことをすれば良いかを考えるためのベースとなる学習理論であり、上記の

組織における学びの３要素に深くかかわる非常に重要な概念であると考えている。 

 

 

  （１）学習転移モデル（learning transfer model）Lave,J.(2000） 

 

１）学習転移モデルの考え方 

 

新しく必要な知識・スキルを相手にどのように伝達し、修得させ、応用して 

いくかをあらわしたモデルである。図２８に図示すると、  

 

 

  図２８ 学習転移モデル（Lave2000）[91] 

 

【知識創造】研究者が伝達可能な知識を創造する  

【知識伝達】創造された知識を教育プログラム内で講師が伝達する  

【知識修得】伝達された知識を学習者が習得する  

【知識応用】修得した知識を学習者が現場で応用する  

 

の 4 段階で表せる。 

＊ここで言う「知識」は認知心理学における「宣言的知識」（言語化しやすい事実としての知識）と

「手続的知識」（言語化しにくい、やり方に関する知識）の両方を含んでいる。一般に宣言型知識の

ことを知識、手続き知識のことはスキルと同義語として使っている。 

 

このモデルは、研修などの教育プログラム内で習得した知識・スキルを、ビ

ジネス等の実務現場に“転移”するという意味で学習転移モデルと呼ばれる。

所謂Ｏｆｆ－ＪＴ研修で、座学形式の知識・スキル習得を中心で進める人材育

成方法と呼べる。（長岡）[92] 
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新人社員研修などが典型的であるが、上記の知識伝達の方法としては以下のよう

なものが代表される。[93] 

 

ａ.職務基準書浸透型の教育 

例：自社の職務行動基準に沿った知識・ルール等を教える。 

 

ｂ.演習問題解答型の教育 

例：「報告・連絡・相談」等必要な基本知識・スキルを教えた後、簡単 

な演習問題やケーススタディを通じて考えさせ、必要性や使う場 

面を理解させる。 

 

ｃ.行為実践型の教育 

例：名刺交換等、初歩的なスキルのやり方を教えて、その取得のために

ロールプレイング等を実践させる。 

 

２）学習転移モデルの問題 

 

学習転移モデルの最も大きな問題は、明らかに知識応用の段階である。「この習

った知識・スキルどうやって現場で使うのだろう？」といった声に代表されている。

つまり、現場応用が難しいという現実である。ショーン（Schon）によれば、今日

では、高度の専門知識を要する今日の職業的実践において、応用力を修得する唯一

の方法が“現場での実践”しか存在しないと指摘している[94] 実際の知識応用の

段階においては、「やってみせ 言って聞かせて させて見せ ほめてやらねば 

人は動かじ」の山本五十六の言葉ではないが、ＯＪＴが重要視されている。 

 

この学習転移モデルに前提となるのが、普遍的で適用可能な知識観に基づいてい

る。この学習転移モデルは、基本的な現場で使えるために内容（知識）とやり方（ス

キル）を覚えるが、いざ、実際のスキル・知識を発揮しようとしたとき、状況は常

に動いており、文脈も違う。ショーン（Schon）が言う現場での実践の繰り返し、

つまり「体験」を通じての実践演習がないとコツがつかめず、現場応用が難しい。 
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（２）経験学習モデル ~kolb,D.A.（1984）~(Experiental Learning model) 

 

 １）コルブの経験学習モデルの考え方 

    

  図 29 経験学習モデル [95] 

 

松尾（2005）の解説によると、個人は①具体的な経験をし、（経験）、②その内

容を振り返って内省することで（内省的な観察）、③そこから得られた教訓を抽

象的な仮説や概念に落とし込み（概念化）、④それを新たに、状況に適用する（実

験・実践）ことによって学習するのである。[96]コルブによれば、学習とは、知

識を受動的に覚えるのではなく、「自らの経験から独自の知見（マイセオリー）

を紡ぎだすこと」とされる。[97] 

 

吉田は、図３０で示すように、ゴルブの理論を基に、４つのステップを、学び

方の 4分類として分けた。[98]コルブのようにサイクルを回して学ぶという考え

方ではなく、学びのスタイルを分類している。つまり、人それぞれ得意の学ぶス

タイルがあり、①見たり（観察したり）、聞いたり、読んだりして学ぶタイプ②

じっくり考えることによって学ぶタイプ ③動いたり、実際に試してみることに

よって学ぶタイプ ④フィーリングや感情、直感などを大切にする形で学ぶタイ

プ、この４つにタイプにわけている。吉田は学校では「見る・聞く・読む」とい

った学ばせ方が中心であり、教師自身がややもすれば自分の得意な学び方と違う

「見る・聞く・読む」という方法だけで学ばせているという矛盾を指摘している

[99]。個々人で得意な学び方が違うこと、一人が一つのタイプに完全に当てはま

るのではないのは当然のことであるが、学校では画一的な授業方法になっている

のである。水泳を例にとると、泳ぎが出来るようになる為には、足や手の動かし

方、呼吸方法などを知識で覚えたり、人から聞いたりするだけでは泳ぐことは決
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してできない。実際に水に入り、試したり、動いたり、感じたりするプロセス、

そして、そこからどうやったら泳げるか反省し、次に活かすという考えるプロセ

スがやはり必要になるのである。固定的な学び方だけでは学習効果は高まらない。

得意な学び方を知り、また、どの学び方も知って活用することが重要であり、貴

重な示唆を与えているモデルであるといえる。 

 

 

              ④感じる 

 

 

 

 ③試す（動く）                ①見る・聞く・読む 

 

 

 

 

              ②考える 

  

  図３０ 学習スタイル[98] 

   

 

 

２）経験学習モデルの問題 

 

  「経験からの学習」の著者である松尾は組織の中で人が経験から学ぶ際、 

  以下の３つの要素が重要であると主張した。[100] 

 

a. 良い経験にめぐりあう事 

 

  b. 良い経験から多くの事を学ぶ力を持っている事  

 

c．良い経験を積む機会が多く、学ぶ力を養ってくれる組織に属している事 

 

この考えを図 29 のコルブの経験学習モデルにあてはめると、組織で活用する

経験学習モデルの問題が整理される。 
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①【経験のステージ】での問題  

後の活動に役立つようなエピソード的経験（成功体験・失敗体験）を積んで 

いくことが大切であるが、行動の変容につながるような意味のある失敗経 

験・成功体験を積む機会に個人差がある。特にチャレンジングな姿勢がな 

いと良質の経験に出会える機会は少ない。 

 

②【省察のステージ】での問題 

学習者の経験も「自分にとって何が役立つ経験か」、現場に埋め込まれてい

ても気づかずにやり過ごしてしまうかもしれない。実戦に役立つ経験を省察

し、役立つエピソードを抽出するための、周囲（先輩・上司）のタイミング

が良く、かつ質の高いフィードバックをすることが難しい。 

 

 ③【概念化のステージ】での問題 

抽出したエピソードの中から、その後の活動に役立つ独自の知見（マイセオ

リー）を紡ぎだす。 必ずしも普遍的な理論でなくてもよく、重要なのは自

らマイセオリーを学習者が自ら構築することである。個人のものの見方や行

動を方向づける信念は学習活動に大きく影響を受けるとの指摘がある[101]。

たしかに仕事で大切にしたいことや、ビジョンやこだわり、ポリシーが明確

な人は問題意識がずば抜けており、学習力は非常に高い。しかし、全ての社

員が明確なポリシーがあるというわけでもなく問題意識が乏しい社員も多

い。 

 

④【実践のステージ】での問題 

学習者は現場においてさまざまな状況に直面する。そして、即興的な対応策

を用いながら、それらの状況を乗り越えていく。実践であり、実験であるか

ら失敗を恐れず学習者の挑戦精神が求められる。現状は指示待ち型の人間の

ほうが多い。 

    

 

     ウィルモットによれば、この経験学習モデルは、学習転移モデルとは暗黙知と

形式知の違いはあれ、知識・スキル習得の支援を教育とみなしている点では共通

であると指摘している。[102] 
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（３）批判的学習モデル 

 

１）批判的学習モデルの考え方 [103] 

批判的学習モデルでは、次のような学習プロセスを踏む。 

 

     ①変化の方向性（あるべき姿)－『何が望ましい行動や考え方か？」を考え、  

     ②それに必要な知識やスキルを習得する  

 

    ①のあるべき姿は、学習転移モデルや経験学習モデルでは、所与とされており、

ふだん、当事者にゆだねられ、必ずしも深く考えられているわけではない。 

    従って、この批判的学習モデルは、①についても、ふだん、無意識にとってい

る自分の行動や考え方を自覚し、“批判的”に振り返る。   

 

批判の対象は、自分の置かれている状況を“当たり前”として問題はないか

とみなす姿勢であり、そのだめに、次の批判思考の三段階でチェックする。 

    【批判思考の三段階】  

    １．手段探求モード・・・目的達成のために効果的・効率的手段を採用してい 

るか？  

    ２．目的合意モード・・・活動目的が他者の視点からみても納得できる合理性 

をもっているか？   

    ３．背景批判モード・・・現在、取り組んでいる背景まで立ち返り、設定され

た活動目的や手段を“正しい”と受け入れた自分自

身のモノの見方・考え方は本当に正しいのか？  

 

２）批判的学習モデルの問題  

 

  実際の環境のなかでどのように振舞い、どういう相互作用を営むかという状況主

義の学習観があると記述したが、このモデルは、状況主義としての学習の考え方に

立っている。その前提に立てば、日常の環境の中の変化の中で、自分自身が「何が

望ましい行動なのか」を考えていかねばならない。学習者が変化の方向性を認識し

ていなければ、例え、知識・スキルを身につけたとしても変わっていかないと言わ

れる。人は自分には甘いものである。独力で自分の行動や考え方を自覚し、客観的

に批判的に振り返るのは困難であり、だからこそ信頼できる他者からのフィードバ

ックが必要になる。しかし、そのような役割を担えるファシリテーターの存在が乏

しい現状である。 
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（４）正統的周辺参加モデル[104] 

 

 １）正統的周辺参加モデルの考え方 

 

  共同体の実践活動に参加するとき、学習者が意識しているのは、「問題意識の育

成」や「知識・スキルの修得」といったシステマティックに細分化された目的では

なく、トータルな意味での実践活動における行為の熟練である。行為が熟練したか

どうかは、組織内での実践活動で貢献したかどうかで見られる。「学習ｖｓ仕事」、

「個人ｖｓ組織」といった対立概念が存在していない。「仕事のなかの学びこそ本

来の姿と捉えている。従い、ここでは新しい研修プログラムや効果的な教授法、わ

かりやすい教材、といった処方箋はない。例えて解説すると、徒弟制度での入った

ばかりの新参者などは、新参者なりの「見方」で一連の先輩方の実践や実践の共同

体がどのような構造になっているか（どのような状況下でどうやればいいのか）を

とらえる。そして、先行する参加者である「親方」や「兄弟子」、あるいは「先輩」

の活動を模倣したり、実践活動をシェアしてもらったりするなかで、自身の「見方」

を変化させていく。この絶え間ない（実践を構造化する）「見方」の変化と、自ら

従事する実践で身につけた行為の構造の変化を繰り返しながら、新人は実践の共同

体における自己の位置を変化させていく、つまり、組織への貢献度を高めていくの

である」[105] 
 

２）学習と仕事の境界線を越えた取り組み事例 

 

   ①クロスファンクショナルな活動（プロジェクト） 

   縦割り組織の弊害を取り除くため、さまざまな部門から若手・中堅社員を集め全

社的なプロジェクトを進めるやり方である。組織横断的な考え方で全体の成果に結

びつける活動を行っている。 

 

   問題解決のプロセス・コンサルテーションの専門家が問題解決をファシリテート 

するケースも多くなっている。今後、人材育成担当の部署は、それぞれの問題解決 

に役立つ専門家（講師）を選定すると同時に、様々な部門・部署のメンバーの問題 

を解決に導くファシリテーターの能力も求められる。 

  

  ②アクションラーニング、その代表的な特徴  

 

レグ・レバンスは、抽象的な学習を批判し、実践を通じた学習の必要性を訴え 
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た。行動（アクション）なくして学習（ラーニング）なし。学習（ラーニング）な 

くして行動（アクション）なし』 という。彼は正式な指導は拒否しているわけで

はないが、単なる問題に取り組むための省察の道具とする。重視するのは、「経験

を振り返ること、「新しい知識を仕入れることよりも、過去の経験を解釈し直すこ

とのほうが時速的な行動の変化を生みやすい」[106]と主張する。    

    まさに、アクションラーニングは「行動を通じて学ぶ」ないしは、「仕事を通 

じて学ぶ」という意味である。従い、従来のように研修で学ぶことと実際の仕事を 

分けて位置づけるやり方とは違う。まさに正統的周辺参加モデルによる典型的な 

活動例である。 

 

以下、主なアクションラーニングに必要な構成要素[107]である。 

 

構成要素① 問題・課題 

各自の参加者は、それぞれが自分自身の重要度・緊急度の高いプロジェクト

（仕事）を持参し、プロジェクトの課題を題材とすることで行動を促す。 

 

構成要素②（メンバー） 

     異なるバックボーンをもったメンバーが５～８名が集まるので、多様な見方 

をもったメンバーとの意見交換できる。月に 1回ペースで半年から 1年間続 

けられることが多い。 

 

構成要素③（コミュニケーション） 

メンバーは自分のプロジェクトを話す時間を持つ。他のメンバーは発表者へ

のアドバイスよりも質問を重視し、質問を通じて問題の本質に迫る。 

 

構成要素④（問題解決行動と省察） 

 アクションラーニングでは解決策を考えるだけでなく、実際に行動し、そこ 

から反省し、次に活かすことである。経験からどうやって学ぶかを学習し、 

より効果的な行為ができるようになる。行為しながらの学習を学ぶ。 

 

構成要素⑤（コーチ、ファシリテーター） 

 問題を出来るだけ早く解決し、学習を促すための存在が必要である。この存

在が、メンバー同士を互いにサポートしあい、学びあい、刺激しあう関係づ

くりにも影響を与える。 
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   ３）正統的周辺参加モデルの問題 

 

    ⅰ．アクションラーニング 

 

アクションラーニングの場で仕事を持ちより、課題などを話しあい、     

意思決定したことを行動に移すことができれば学習につながるので評価できる

ものである。ただ、実際の運営には非協力者・抵抗者がいるので、運営するため

には周囲（経営陣、上司）などの理解を得ることが必要である。また、実際に動

きはじめたとしても、プロジェクトの課題解決に結びつく成果が低い場合、周囲

からの批判や反体制者の抵抗が強まる可能性がある。特に初期段階で運営環境を

どう整えるかがポイントになろう。 

 

    ⅱ．横断的プロジェクト 

 

日々の仕事をしつつ、横断プロジェクトを立ち上げる際、他の仕事の調整、優 

先順位づけなどやりくりの難しさがつきまとう。ここでも、事務局側の根回し、 

周囲の協力が必要であろう 

 

    ⅲ．問題解決と学習への導くファシリテーター、プロセスコンサルタント 

 

     非常に高いレベルの仕事であり、ファシリテーターやプロセスコンサルタント 

の役割を担えるだけの人が社内でどれだけいるか、社内リーダーで役割がになえ 

なければ、外部の方にこの役割を担って動いてもらう場合もある。 

 

 

 

４．３ 体験学習の価値見直しの必要性  

 

学習転移モデル等に代表される研修では、知識・スキルの現場応用に課題を残して

いる。一方、現場での実践では若手社員自身が学習につながる成長機会に乏しい。正

統的周辺参加モデルに代表される学び方、例えば、上司や先輩の忙しさのあまり、一

緒に仕事をし、ゆっくりと少しずつ自分の居場所を作っていくといった仕事への参加

の仕方が難しくなってきている。また、ゼロから自分で始める仕事などの貴重な経験

を積む機会は極めて乏しい。意味のある経験を積むことが非常に難しいのが現状であ



63 
 

る。また、意味のある失敗・成功経験も、タイミングをとらえて、上司・先輩からの

的確な指導を得ているとは限らない。このような状況ではあるが、やはり、体験によ

る学習は最も有効な手段であることは間違いない。ショーン（Schon）が述べるよう

に、高度の専門知識を要する今日の職業的実践において、応用力を修得する唯一の方

法が“現場での実践”しか存在しないのである。職業的実践を通じて学ぶ学習の価値

をどう見直し、どのように再構築するかを今一度、考えるときなのである。 

実際の体験学習が若手育成のための効果をあげる方法として定着するためには、若

手の育成において、意味のある経験を出来るだけ早い段階に出来るだけ多く積ませる

ことが必要だと考える。また、その経験から出来るだけ多くのことを学ぶように動機

付け、気づかせる等の上司等のサポートができるかにかかっているのである。 
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第５章 若手社員の人材育成方法における課題と体験学習の価値 

 序 第４章で述べた各学習モデルでの人材育成方法の課題を再整理し、これまで述べ 
た若手社員の育成に関する諸問題を解決する手段として「体験による学習」に焦

点を当てて研究を行う。そして、若手社員の教育を有効に行うために研修内にお

ける「プラクティス概念」の必要性を問題提起する。 
 

 ５．１ 若手社員の人材育成方法における課題 

今までの研究で整理した若手社員のＯｆｆ－ＪＴ研修、ＯＪＴのそれぞれの課題 
の中で、特に若手社員の人材育成方法における課題を各学習モデルから再考する。 

 
（１）学習転移モデルから見た課題 
 

①学習転移モデルによる研修の課題  
 
このモデルは、現場での知識応用のギャップが大きいことが障害となっている。

例えば、集合研修で教える知識・スキルは比較的簡単なものが多いが、いざ、応

用段階になると使いこなせていないケースが多い。それは現場で発揮する能力は

状況や文脈に応じて柔軟に対応することが求められるため、せっかく学んだスキ

ルも実践感を養うことが出来ないので、十分に使いこなせないケースが多い。つ

まり、技法や知識の形式知は身につけることができるが、暗黙知は、実際に暗黙

知を得るプロセスを体験することなしに学ぶことができないのである。例えば、

タイムスケジュールの立て方の知識は身につけることは出来るが、実際の仕事で

はトラブルが起きたりした後、関係者と調整し、優先順位を変更することが求め

られたりするなど、状況によって優先順位が変わることがある。これを踏まえる

と形式知として学んだ知識や技法が活きたノウハウになるまでにとても時間が

かかるのである。  
  
②学習転移モデルによるＯＪＴの課題  

 
現場での上司・先輩の指導には、教え方のスキルや教える意欲に格差があり、

若手社員が、現場での知識・技法に習熟と実践には個々に差が出ることはやむを

得ない状況となっている。ＴＷＩ研修に代表される教え方のスキルを取得した上

司も少ない。 
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   （２）経験学習モデルから見た課題 

 
この経験学習モデルは、学び方を学ぶ（to learn how to learn）モデルであ

る。経験から自らのセオリーを紡ぎだし、次に活かすためには、松尾が指摘した

ように、１．良い経験を積むこと、２．良い経験から学ぶ力を持っていること、    

３．学ぶ機会が多い（組織に所属している）こと、この３つに尽きる。 
 

まず、２．の「良い経験から学ぶ力を持っていること」について 
 
筆者が経営する有限会社スマート・アイが実施した研修アンケート（約 30 社）

の結果、若手社員への人事教育担当者の声（2005 年~08 年実施）は大きく分け

て次の３つの傾向が見られた。 
 

ａ．頭でっかちで、自ら主体的に行動できない。 
担当者の声：社会生産性本部が実施する 2008 年度の新人に対する形容は、

『カーリング娘』であった。カーリングのゲームのようにお膳

立てをしてやることが必要な人が多い。 
 

     ｂ．モチベーションが維持しにくく、すぐにあきらめてしまう。 
       担当者の声：仕事上のちょっとしたことで自信を無くしがち、途中で仕事 

を投げ出してしまうなど、ストレス耐性が弱い。 
 

ｃ．チームでの仕事が苦手である（チームワークが弱い）。  
 担当者の声：他人とのコミュニケーションが苦手であるので、上司に相談

が出来ず、一人で仕事を抱えこんでしまう人もいる。 
 

これらの現場の人事教育担当者の声にあるように、せっかくの経験も本人の意

欲や自覚が低く、主体性に乏しい為、次に活かせていないケースが多い。また、

上司や先輩も指導・フィードバックする際、逆に気を使ってしまうことも多く、

このことからも経験が次に活かせていない現状がうかがえる。 
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次に １．良い経験を積むこと ３．学ぶ機会が多い（組織に所属している）につ

いて、それぞれ研修、ＯＪＴの関わりで以下に述べる。 
 

①経験学習モデルによる研修の課題  

 

実践に応用が利くスキル・知識を身につけるための体験学習研修の種類が限ら 

れている。例えば、特定の状況を限定しての単一的なスキル取得のための役割ロ 

ールプレイングや、現場とは程遠い自然の中でのチーム体験等が中心となるので、 

セオリー化されるノウハウが限られてしまい、現場で使うスキル・知識の実践勘 

が養えない。 

  

②経験学習モデルによるＯＪＴの課題  

 

現在の企業環境を考えると若手社員へ学習につながる意味のある経験（失敗・

成功）を積む機会は非常に少ない。例えば、積極的な仕事の割当、権限拡大や職

務充実、職務の拡大などの機会は乏しい。まだ基礎が出来ていない若手へＯＪＴ

で成長へと導くためには、早い段階で本人にとって意味のある失敗・成功体験を

積み、タイミング良く上司・先輩がフィードバック（教える、しかる、ほめる等）

することが必要だが、上司の指導スキルの不足や時間不足もあり、対応が十分に

出来ていない。これらの現象は、第２章で述べたように、企業を取り巻く諸環境、

例えば、人口構造や競争構造の変化など構造的な問題に根差しており、簡単に解

決できない状況となっている。 
 

 

  （３）批判的学習モデルから見た課題 
 
    ①批判的学習モデルによる研修の課題  
 

あるべき姿を所与としない研修内容は新人・若手社員のレベルとしては実態に 
そぐわない場合が多々ある。何が重要な問題かを見極めるのを新人に任せるの

は時期尚早であると考えられる。まず、若手社員そのものの問題として、基本

的に自分に甘く、批判思考で自分を客観的に見られないケースが多い。自分が

見たい都合の良い現実だけを見る傾向にある。また、新人社員の研修ニーズ[108]
としては、能力面では、「コミュニケーション能力」、精神面では「向上心」、対

人面では「協調性」「基本的な対人マナーにのっとった行動」、性格面では、 
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「誠実さ」、「素直さ」といった結果が出ている。これは２～4 年目の若手社員も

大きく変わっていない。その意味で身につけさせたいスキル・知識・態度の教育

を実施する時期の問題が大きい。このモデルでは、研修対象が中堅以上とするほ

うが現実的であると考える。このモデルが有効に活用されるためには、学習支援

する教育設計担当者自らが批判的思考を実践しなければならないであろう。 
 

②批判的学習モデルによるＯＪＴの課題  

 

批判的学習モデルは何を学ばせるかを上司が決めるのではない。しかし、若 
     手社員が自らの日ごろの無意識の行動や考え方を批判的に振り返ることがで 

  きる人は少ない。ここでも適切な批判的思考を促すことできる他者の存在が 
  ＫＦＳ（Key factor for Success）となる。効果的な批判的学習を実践す 
  るには、冷静で客観的な目をもったファシリテーターやグループリーダー等の 

役割が大きい。一方、若手社員自身も批判やフィードバックを素直に受け止め 
なければこのモデル活用による効果はあがらない。  
 

（４）正統的周辺参加モデルから見た課題 
 
 ①正統的周辺参加モデルによる研修の課題  
 
  仕事と学びの境界を作らないので該当しないと考える。 
  
②正統的周辺参加モデルによるＯＪＴの課題  

 
  このモデルでは共同体でのトータルな意味における実践活動において、行為が

熟練したか、それは概ね実践活動における貢献度で評価される。良い仕事をした

人は「自分の担当業務がうまくいったかどうか」を見るのではなく、「共同体全

体での活動目的を達成したか」という組織レベルで見る[109]。実践活動への貢献

度で行為の熟練がはかれるという具合である。その意味において、基本的な簡単

な仕事については若手社員もその範囲で貢献もしており、学びもある。しかし、

第２章で述べたＯＪＴの問題点と同じで、職場の忙しさから職務拡大や充実の機

会が少なく、早い段階での組織へのより高い貢献度の仕事を実践する機会そのも

のに乏しい。また、日常行っている仕事以外に、横断的なプロジェクト参加、ア

クションラーニングの対象メンバーになることも可能だが、職場体制の問題で現

場の仕事を最優先することが多く、また、比較的出来る人以外は望んで参加する

こともほとんどない。自分の仕事で汲々になっているのが現状である。しかし、
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この学習による効果は非常に大きく、出来るだけ組織として取り組みやすい環境

を作ることが求められる。 
 
 
 
 
 

 ５．２ 注目される『体験による学習』 

 

（１）体験によるリーダーシップ開発論までの系譜 

 

本論文では若手社員の体験による育成に着目しているが、本節ではリーダー層、 

マネジメント層へのリーダーシップ開発のための「経験による学習」の研究を紹介 

したい。 

次頁、図 31 のリーダーシップ論の系譜によると、リーダーシップ論は当初、そ

の人の特性を見る「特性論」から、どのように部下へ行動対応するのかを見る「行

動論」、部下との関係だけで見るのではなく状況とのかかわりも見る「状況適合論」、

近年まで中心的なテーマであった「変革リーダーシップ論」、組織文化とリーダー

シップの関係を見る「組織文化リーダーシップ論」、リーダーの豊かなＥＱ

（Emotional Intelligence Quotient）を掘り下げた「ＥＱリーダーシップ論」等、

リーダーシップ論は多岐に研究が進んできた。最近では、リーダーシップをどう開

発するのかに注目した「リーダーシップ開発論」が脚光を浴びている。このリーダ

ーシップ開発論では仕事の経験をどう積ませて学ばせるか、リーダーシップがどの

ように開発されていくのかを着目している理論である。 
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 図３１ リーダーシップ理論の変遷 [110] 
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（２）リーダーシップ開発論 ～マッコール～  

 

   今までリーダーシップ論はどちらかというと、「どのようなリーダーシップ行動が

どのような成果につながるかの研究」であった。ここで論じるリーダーシップ開発論

は「効果を生むリーダーシップ行動をどのようにして身につけたかの研究」を中心と

している。どのようにして身につけたか、最も重視しているのは“経験”である。マ

ッコールは、「リーダーシップ開発は“経験”から始まり、戦略事業ニーズによって

推進されるものである」と述べている。[111] つまり、ニーズによって次代リーダー

候補にその立場を与えるということである。マッコールの研究は主に管理職を対象と

している。 
今回、特にマッコールは“成長を促す経験”は重要と説いており、次の４つのカテ

ゴリーに分類した。[112] 
 

①課題 （新しい課題が人を成長させる）  
初期の仕事経験、最初の管理経験、ゼロからのスタート（方向転換）、ビジネス

の建て直し、視野の変化（ラインからスタッフへの異動）、スペシャルプロジェ

クト等がある。 
 

②他の人とのつながり ―上司の影響－ 
課題の内容というより、仕事に付随して人を成長させることがある。例えば、良

きにつけ、悪しきにつけ、非凡な上司との仕事がそれに当てはまる。上司からの

学習には主にふたつの経験がある。ひとつは、上司のスタイルを自分のものにし、

あるいは自分と違う上司のスタイルとうまく対応することで学ぶことである。も

うひとつは、非凡な上司が持っているスキルを学ぶことである。 
 

③修羅場（成長を促進させる） 
成功したリーダーに聞くと、結果的に成長を促進させた修羅場には、「ビジネス

の失敗やミス」、「降格や昇進を逃すこと」、「惨めな仕事をすること」、「キャリア

の方向を変更するというリスクを冒すこと」、「部下の業績の問題に直面するこ

と」、そして「個人的なトラウマ」等がある。このような修羅場経験には３つの

共通要素があった。 
 
 ⅰ． 自分が陥った窮地に対して適切な責任を受け入れること 

ⅱ. 最悪のときに孤独感やコントロール不全感を経験すること 
ⅲ. 自分自身を見つめるためにそのような状況が与えられていること 
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これは窮地になっても、「私が誰なのか？」とアイデンティティを深く自己を掘 
り下げることができるか、または逃げない経験の重要性を表している。乗り切った

後の深い省察から自己概念が変わる（自信が生まれる）ものと思われる。 
 
④その他 
経験の代替物として、成長を促す仕事以外の活動（例：子育て、運動競技、政治

活動、ボランティア組織の運営など）などである。 
 

   ここではリーダーシップをどう開発するかをテーマとして論じている。マッコール

のリーダーシップ開発論は、経験を積ませることがベースである。その経験の積ませ

方として、事業戦略をリーダーシップ開発とリンクさせる等、触媒の仕組みを作る方

法がある。このリンクを通じてリーダーシップ開発は可能と主張している。[112] 
  経験による学習の重要性については、さらにウォレン・ベニスが 1945～54 年（制約

の時代）のリーダーと 1991～2000 年（選択の時代）の時代をまたがり、対比調査を

行った。この結果は、厳しい試練を経験し、意味づけをおこなうことでリーダーシッ

プ能力を学習できると結論づけている。[113] 
 
 
（３）一皮むけた経験 

 

「経験から学ぶ」この理論を、日本でもリクルートワークス研究所を中心として、次

世代リーダーと目されるミドル層の人たちに「自分が一皮むけたと思う仕事経験を３

つと、それぞれの経験で何を学んだか」を語ってもらい、調査を行った。具体的な出

来事を示すイベントと、そこから得たレッスン、つまり教訓に分けてコード分類し、

データベース化した。 それが次ページの図３２である。この調査によるとイベント

では、「人事異動」１２．１％、「初期の仕事経験」１１．２％、「視界の変化」１０．

７％、「プロジェクト／タスクフォース」８．７％ これらのグループは、“新しい仕

事に就く、変わる”といったグループ群である。「ロールモデル」１０．７％ これ

は興味深く、つまり“上司の存在、対応”が大きく影響をしている結果である。次に

高いグループは、「過去の総括」５．３％「ビジネス上の失敗」４，９％「ビジネス

上の成功」４，９％であった。これらのグループ群は“失敗・成功経験の内省”が影

響している。次に具体的に何を学んだかを見てみると、一番高い数字を示したのは、

２３．８％の「職務遂行能力」、次が２１．４％の「課題への対応力」次いで、「自己

認識」１３．１％、「周囲への対処」９，７％となっている。“仕事に直接関係する能

力”と“自己認識と他者に対する認識”が大きく影響を受けている点が注目される。 
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 図３２ イベントとレッスンの関係（ワークス研究所調査・ミドル）[114] 

  マネジメント層になると仕事の中身が変わることで新しい経験を積める。それが能力

開発につながる。また、上司というロールモデルの存在や内省していくことでの気付き

や仕事に参加しながら居場所を作り、成長していくことは経験学習モデルや正統的周辺

参加モデルでの学びであり、マネジメント層でもまったく同じように経験から学んでい

ることに注目したい。若手社員とマネジメント層との経験の違いは、若手社員は職務の

拡大や職務の充実などの機会に乏しく、特に早い段階で新しい仕事での経験を積む機会

が非常に少ない点にある。 
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(４) 分析重視教育の問題 ～ミンツバーグ研究～ 

 

仕事そのものが学習であるといった形の状況主義（周囲や他者との相互関係から学

んでいく学習観）の考え方は、企業研修やＭＢＡ教育における個人の学習を前提とし

た研究を進めてきた人的資源開発の分野にとって仕事の中での学びや組織学習に大

きく目を向けるきっかけとなった。[115] 

Ｈ・ミンツバーグによると図３３に示されるように、マネジメントに必要な三要素

として、クラフト（経験・技）、サイエンス（分析） アート（直観）をあげている。

クラフト（経験、技）は目に見える経験を基礎に、実務性を生み出す。サイエンス（分

析）は、体系的な分析・評価を通じて、秩序を生み出す。アート（直感）は創造性を

後押しし、直観とビジョンを生み出す。いうまでもなく、この三要素すべてがマネジ

メントの実戦のために求められる。[117] マネジメントにおいてこの三要素のバラ

ンスが大事なのだが、ＭＢＡ教育はこのバランスに欠いている。第一にクラフト（経

験）がすっかり抜け落ち、経験を軽視し、分析を編重している。また、ＭＢＡ教育は

アートの面が弱く、ケーススタディではアートをリーダーシップ論で礼賛するものの、

ほぼ何もできていないのが現状である。ＭＢＡ出身の企業経営者は実行能力の低下、

統合能力の低下を述べ、ほとんどのケースが失敗していると指摘している。[118] 

 

 

 

図３３ マネジメントスタイルの三角形 [116] 
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 一橋大学名誉教授 野中育次郎もミンツバーグの主張を踏まえつつ、『「客観的」

アプローチを編重しすぎると経営の主観的側面は捨象され、「傍観者の知」が跋扈す

るか「分析マヒ」症候群に陥る』と自身の反省を込め、述べている。また、『経営は、

特定の時間、場所、人・モノの関係性の文脈に依存する、人間の主観や状況からきり

離された普遍的法則は参考にはなる。しかし、その都度の文脈で最善の判断と行動が

要求される』[119]とミンツバーグと同様の主張を述べている。 

 

この数年、アメリカ式経営が非常に注目を浴び、グローバルスタンダードの名のも

とでありとあらゆるものがアメリカ式経営に傾倒していった。株主重視経営等は代表

的なものである。米国発のサブプライムローン問題を境に急激に今までの経営が反省

される機運が高まっているが、人事マネジメント機能である人材育成においてもＭＢ

Ａ教育に代表される分析重視の学習形式から大きく舵を切り、「経験」「仕事」から

学ぶ方法に注目が集まっている。 

 

 

５．３ 『体験による学習』の効果 

 

（１）失敗と成功から学ぶ 

 

住友電工の元監査役であった佐々木英彰氏に部下指導のポイントを聞いてみたこ

とがある。氏は「部下に失敗させないことである。勝ち戦を続けて自信をつけさせる。

そのことにより能力開発とともに戦力化をはかってきた。失敗しそうになったら介入

してでも失敗させなかった。」と述べる。 

 一方、失敗学会を立ち上げられた東京大学名誉教授である畑村洋太郎は「創造的な

設計をするためには、多くの失敗が必要だ。なぜなら人が新しいものをつくりだすと

き、最初は失敗から始まるのは当然だ」[120]と主張する。 

 この両者は実務を預かり、部下を指導する立場と研究者として新しいものを開発す 

る立場の違いとも言えるが、部下指導と問題解決・発見と創造の仕事の質からくる意 

見の違いであると考えられ、どちらも真実であると考えるべきである。 

 

図 32 で示したようにＣＣＬ研究所の調査結果「イベントとレッスンの関係」でも

“ビジネス上の失敗、成功経験、またそれに伴う総括”でも役に立つ考え方・能力を

身につけている結果が出ている。大切なのはどのような失敗・成功からも学ぶ（自信

をつかむ意味合いも含む）姿勢が重要なのである。 
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（２）成功体験による効力感の醸成 

～自信が本人のやる気・自発的行動を高める～ 

 

無力感に陥る状況はどんなときだろうか。波多野・稲垣の研究[121]によると本

人が価値をおく課題での「克服できない」失敗が続くと人は無力感に陥るという。

さらに同研究では、他人によって外側から与えられる報酬が、人々のもともと持っ

ているやる気や興味を低下させることになるという。[122] また、スタンフォー

ド大学のレッパー(lepper, M．R．)の「ごほうびが意欲に及ぼす研究」[123]によ

ると、ごほうびを期待して動いた場合、その後の自発的な興味を低下させてしまう

検証も得ている。好きな仕事をしていて報酬ももらえるとなるとこんな結構な話は

ないと思われるが、実際はそんな単純なものでもないのである。 

 

    上記の研究にあるように、なぜ、他人によって報酬を与えられたり、評価された 

   りすると、もともとある興味や向上心が強まるどころか、逆に消失してしまうので 

   あろうか。これについては多くの解釈が出されているが、本人の自律性の感覚を失 

わせるのではないかということである。わたしたちは、好きな活動に従事している 

とき、自分の活動を支配しているのは、ほかならぬこの自分であるという実感があ

る。自分の好きなように行動できるときには、手ごたえがあるもの「やったぞ！」

とか「できた！」と思えるものを好む。このことは行動に結びつく効力感の形成を

考えるとき、とても重要な考え方である。 

では、効力感とは何か。スタンフォード大学のバンデューラ(Albert 

Bandura)[124]によると、そもそも自己効力感とは、目前の出来事に対する自分の

コントロールを信じられる状態、つまり、｢ある結果を生み出すために必要な行動

を、自分はうまく行うことができる｣という信念をもった状態のことである。この

信念があると仕事への取り組み姿勢が強くなり、意欲も高くなる。つまり、「やれ

ばできる」という感覚である。高木によると[125]、効力感の形成には、努力の主

体、つまり行動をはじめ、それをコントロールしたのは、ほかならぬこの自分であ

るという感覚―自律性の感覚が不可欠であるとのことである。 

 

（３）失敗からの真の知識獲得～使える知識を身につける～ 

 

学習とはジーンとウェンガーの定義[76]によると「日常の中で複合的、継続的に 

進行する組織・個人の行動や考え方が変化していくプロセス」簡単にいえば、「体験

から気づいたことで今までの行動や考え方が変わること」と第３章で述べた。この定

義に沿えば『失敗から学ぶ』ということは、「二度と同じ失敗をしない」「失敗を糧に

新しいやり方や考えを創造して、次に活かす」とも言える。 
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畑村は、決められた設問への解を最短で出す方法、「こうすればうまくいく」「失敗

しない」ということに学ぶ方法は陽の世界の知識伝達であって新たに作り出す世界に

おいては何も役立たず、批判的である。「こうすればまずくなる」という陰の世界の

知識伝達によって、まずくなる必然性を知って企画を立てたりすると、同じ失敗をす

る時間と手間を省き、前の人よりもワンランク上の創造の次元から企画をスタートで

きるという。これは明らかに失敗から学んでいると考えられる。[126] 

畑村氏の指導方針は、あえて失敗してもやらせて、挫折経験をさせる。その意図は、

それによって知識の必要性を体感・実感させながら学んでいる学生ほど、どんな場面

でも応用して使える真の知識が身につけられるというところにある。エンジニアなど

の初心者やデザイナーやエコノミスト、これらの初心者に手本を示さず、やらせると

ほとんど失敗する。この時、向学心が強いものほど、挫折感を覚える。挫折感をあじ

あわせず、いわゆる正解への最短の道を進む指導することが出来るが、この後の成長

度合いに明らかに差が出たという畑村の経験に基づいている。[127] 

 

製造現場での安全操作に関わる仕事等ではこのような考え方をそのままあてはま

ることは出来ないが、新しい仕事・新しい挑戦をし、そのことで失敗しても、そのこ

とで活きた“真の知識”が身につくことができるという点では同じである。 

  

 

 ５．４ 若手社員教育のための「プラクティス概念」による体験学習 

 

  （１）良質の経験を積ませる重要性 

 

   若手社員への体験による学習効果は、今まで述べてきたように、いかに仕事に役 

立つ良質の経験を与えられるかどうかにかかっているが、現在は良質の経験を積む 

機会に乏しい。例えば、管理職や中堅社員のようにポストの移動、配置転換、新しい

プロジェクトの立上げといった新しい仕事に就ける機会は若手社員にはあまり多く

ない。職務の拡大や職務充実の機会による“成長に役立つ新しい仕事機会”を長期的、

計画的ＯＪＴとして実践することは思うように出来ていないのが現実である。関西経

営者協会が行った調査結果、図 34 によると「計画的な育成プランも経験的な育成パ

ターンも有していない」＜導入を検討していない＞では２４．８％、＜育成パターン

を有していないが導入を検討している＞１１．４％となり、合計３６．２％が現在、

計画的な育成プランも経験的な育成パターンも有していないこととなっている。 
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                              （175 社（％）MA） 

 

    

    図 34 「他部門の移動を含めたジョブローテーションなど長期的視点に 

立った計画的な育成施策の有無」[128] 

 

一方、リクルートワークス研究所が出した新人・若手に対する能力開発の仕組み、

図３５を見ると、新人・若手社員の育成の取り組みは圧倒的に会社一律型のＯｆｆ－

ＪＴ（集合研修）とプログラム化されていないＯＪＴとある。このプログラム化され

ていないＯＪＴとは、日常の仕事機会そのものを捉えて指導するもので“機会教育”

と呼ばれるものであると考えられる。 

 

図 35 新人・若手に対する能力開発の仕組み [129] 

18（10．3％） 

43（24．8％） 

４０（22．9％） 

４9（28．0％） 

20（11．4％） 

5（2．9％） 
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プログラム化されていないＯＪＴ、つまり、日常の機会教育は最も大切な育成指

導方法であることは間違いない。しかし、その日常の機会教育の問題として、ミド

ル社員の若手社員へのＯＪＴに関して、指導力不足と業務多忙による時間不足が指

摘されている。これは構造的な背景から起こっている問題であり、このような環境

下で、日常の仕事における機会教育が適切に行えている状況であるかどうかは疑わ

しい。また、第３章のＯＪＴ教育の問題点で述べたように、部下を教える上司自身

の知識や経験の枠、上司の器によって、制約を受けることや、その上司の教えるレ

ベル次第で、教わる方の成長にもバラツキが生ずるという問題が残る。このような

状況の中では、若手社員へ良質な経験を積ませるために何が必要か、何ができるか

という点での教育プログラムの再考が必要になる。 

 

 

 

 

 （２）経験学習モデルによる効果的な学習実戦に向けての課題 

 

図 36 経験学習モデルによる学習の効果を上げるためのポイント [130]  
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経験学習モデルは、個人は①具体的な経験をし、（経験）、②その内容を振り返っ 

て内省することで（内省的な観察）、③そこから得られた教訓を抽象的な仮説や概

念に落とし込み（概念化）、④それを新たに状況に適用する（実験・実践）このサ

イクルを回すことによって学習するのである。[96]これはすでに述べているが、図

36 で示したように、この経験学習モデルを現場または研修で有効に活かすためには、

経験フェーズでの１．いかに学習につながる意味のある経験を積むことができるか。

省察フェーズでの２．現場の上司、あるいは研修講師やファシリテーターの適切な

フィードバックができるか。３．概念化（セオリー）を作る過程で、従来の役立つ

考え方、理論を参考に出来るか。この３つが必要である。１．２．３は各「経験・

省察・概念化」のフェーズで学習を効果的にするためのＫＦＳ（成功のカギ）とな

る。 

 

 

 （３）早い段階での若手にＱＣＤマインド（意識）をセットする必要性 

    

   第２章のマクロの問題提起でＱＣＤ（品質・コスト・納期）の問題を取り上げた。 
特にＱＣＤのマインドの低下は若手のみならず組織全体に表れている現象として 
多くの企業は危機感を募らせている。このＱＣＤに関するトラブルの原因は、チー 
ムでの仕事、プロジェクト管理における PMBOK が提唱する８つの領域（１．ス 

コープ ２．タイムスケジュール ３．コスト管理 ４．品質管理 ５．人的リソー 

スの管理（顧客、開発サイド含む） ６．コミュニケーション ７．リスク管理 ８． 

調達管理）のマネジメントが徹底できていないことにある。特に、状況や問題を解 

決する方法のすり合わせや確認不足、報告・連絡・相談の不徹底が原因となっての 

トラブルは多い。 

 このような基本スキルは知識やスキルは頭では分かっていても、また、個人単位 

では出来ていても、チーム内のメンバーや外部関係者とすり合わせなどが必要にな 

った場合、とたんに出来なくなる。このスキル・知識が身につかず、基本行動が出 

来ないと、人員不足や人材（能力）不足を補うために重要なチームワークに影響を 

受ける。チーム一丸となってＱＣＤ目標に突き進むというマインドとスキル・知識 

を併せ持っていないと生産性はあがらない。このような出来て当たり前であるが出 

来ていない、言いかえれば知識・スキルをもっていても出来ていないものについて 

は、マインドが弱いと考える。「鉄は熱いうちに打て」、新人には出来るだけ、入 

社後の早い段階で、ＱＣＤ目標をチーム一丸となって取り組ませ、その重要性・必 

要性を腹の底から感じさせるような体験による学習が求められている。  
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（４）「プラクティス（Practice）概念」による体験学習 ～問題提起～ 

 
「プラクティス（Practice）」 実行、実践練習という意味合いがあるが、例えば柔

道の稽古をするとき、試合の前の礼に始まって、寝技、投げ技のそれぞれの基本を練習

する。その時にいきなり試合本番に出れば練習でやっていることがほとんど技に出ず、

惨敗という結果になる。そうならないように試合前に実際の試合さながらの乱取り稽古

を行う。この本番さながらの実践練習のことをプラクティス（Practice）と呼んでいる

（プラクティス概念[131]）。本章で述べたように、通常の研修での体験学習では、極め

て限定的な状況下におけるロールプレイングによる体験学習か、あるいは現実社会とは

かけ離れたゲーム学習や、シミュレーション型のケーススタディによる疑似体験研修が

中心であり、本番さながらの実践練習である「プラクティス」の機会はほとんどない。

知識・スキルの基本を学んだ後は、現場に任せきりであり、プラクティス機会がほとん

どないのが現状である。 

現場実践の橋渡しとなる役割機能として、実践さながらのプラクティス概念による体

験学習が今の若手には求められている。良質の経験を提供し、その機会（場）を逃さず、

適切にタイミングよくフィードバックし、本人の内省（省察）を深めることで、本人に

とって役立つセオリーが出来上がる。特にＱＣＤマインドは若いうちに腑に落ちる経験

をしておき、正しい態度・行動がとれるようになると今後のチーム・組織の一員として、

ＱＣＤ目標達成に向けた活動がよりスムーズに動くことが期待できる。本論文では、現

在の日本企業経営の問題及び若手人材育成の方法論の問題を解決するために、プラクテ

ィス（Practice」）概念による体験学習を提言したい。 
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第６章：プラクティス概念による新・体験型学習メソッド 

（ＰＭＧゲーム）の提案と実証研究  

序  若手社員の早期育成のために「プラクティス概念による若手社員教育の体験学 
習」であるＰＭＧゲームを提案し、実証研究を行う。PMG ゲームのアーキテ 
クチャーを解説し、PMG ゲームの目的であるＱＣＤ（品質・コスト・納期） 
マインドや現場で役立つ実践能力としての「状況対応力」を開発することが可 
能か検証を行う。検証の方法として、ＰＭＧゲームの実践を通じて、チームで 
のＱＣＤ目標の達成結果及び上司の手助け度に関する結果についての定量評 
価と経験学習モデルの経験→省察→概念化→実践のプロセスにより、どのよう 
な場面でどのような能力が必要になったか、その気づきを定性評価する。 

 

６．１ 求められる若手社員の人材像                 

 

（１）国際競争力の源泉として若手社員の早期戦力化―再確認― 

 
今まで述べてきたようにバブル崩壊以降、多くの企業は内向きの政策をとってきた。 

例えば、人材リストラや採用抑制により、正規社員を減少させ、反面、派遣社員、契

約社員など非正規社員の活用により、固定費削減を行ってきた。これらは若年者の早

期離職や団塊の世代の大量退職も重なり、企業のコアの技術や個人の匠の技能が伝承

できにくい状況になっている。一方、日本の企業の競合環境をみても、韓国・台湾・

香港・ブラジルなど NIES（新興工業経済地域）諸国との競争は激化し、最近では更

に中国、インドの企業が低賃金に加え、技術を武器に日本企業を脅かす存在になりつ

つあり、日本企業の国際競争力の低下を一段とまねいている。良い品質のものをより

安くより早く提供できてきた日本企業の強さが、失われてきたのである。それは、構

造的に人材不足と人の仕事には関心を持たず、業際的な仕事などのお見合い現象が起

きるなどコミュニケーションが不足し、組織の一体感が失われてしまったことが大き

く影響している。顧客の品質・コスト・納期の要求レベルが高い中では、忙しさにさ

らに拍車をかける形となり、相対的に品質意識が下がり、トラブルが多発するように

なってきた。また、バブル崩壊期以降の人件費を中心とする費用圧縮の政策により、

企業への忠誠心が下がり、人材の流動化が進んだ結果、企業の人員構成は労働者の年

齢構成が若くなるほど少なくなるという「逆ピラミッド型」や 40 代後半以降の年代

と 20 代後半が少なく、30 代後半から 40 代前半の中間層が膨らむ歪な型になってしま

ったのである。 
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このような年齢構成の企業では構造的に若手社員の育成に問題を抱えるようにな

ってしまったのである。新人から 3年目までの若手社員を教える上司や先輩社員自身

の多くがプレーヤーとしての仕事を中心として動かざるを得なくなり、益々、新人の

ＯＪＴ機会を減少させている。若手社員も先輩社員の忙しさの様子を見てわからない

ことを質問することが憚れる状況になってしまっている。一方、研修（Ｏｆｆ－ＪＴ）

費用も削減され、早期に離職する若者が多い状況が続き、このまま次世代を担う若手

を育てないまま、請負・派遣の仕事に分担させる安易な手法では、すでに述べてきた

ようにＱＣＤのトラブル問題は解決できない状況が続く。つまり、若手社員を早期に

育成しなければ構造的な問題は解決されない状況になっているのである。今もサブプ

ライムローンの問題に端を発す世界不況の影響で、採用抑制が続き、今後も慢性的な

人員不足は続くと予想される。ギスギスした職場風土と若手のモチベーションクライ

シスを生んだ構造は全く変わっておらず、景気が回復したときでも同じ問題が起こる

可能性が非常に高い。 

 若手社員を育てず、技術を外部の流動人材で頼ると独自のコア技術が蓄積されてい

かず、日本企業の中長期的な競争力を失うリスクがさらに高まる。若手社員の育成テ

ーマは、将来の日本の国際競争力を占う重要かつ緊急のテーマとなっている。多くの

企業が若手の早期戦力化を課題として認識しなければならない。 

 

 

（２）．若手社員に求められる組織人としての仕事～ 

 
リクルートワークス研究所は図 37 のように求められる若手社員の人材像として、

「業績を伸ばす新人」の調査結果を出した。これによると 
 

           ⅰ．与えられた業務を一人で完結できる状態 
           ⅱ．後輩に対して業務を指導できる状態 
           ⅲ．周囲の力をうまく活用できる状態 
           ⅳ．上司に提案ができる状態 
           ⅴ．一定範囲で業務量の増加に対応できる状態 
           ⅵ．周辺部署との調整業務ができる状態 
           ⅶ．担当外の周辺業務も把握し、代行が可能な状態 
           ⅷ．協力会社や非正規社員のマネジメントを実施できる状態 
 
が上位にランクされた。 

チームやプロジェクト等、個

人ワークのみならず、チーム

で協力してやる内容が中心 

個人に割当られた業務を確実

にこなせる個人ワークが中心
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   図３７ 業績を伸ばす新人の早期戦力化〔132〕 
 
ⅰ～ⅳについては、個人の割当られた業務に必要な基本の知識・スキルを身につけ

るとともに、周囲と協力し、活用できる等、確実に仕事ができることが求められてい

る。これらは個人ワークが中心と言える。ⅴ～ⅷは個人ワークの狭い範囲の仕事では

なくてチームやプロジェクトなどで協力してやる仕事が中心であり、チームでの成果

が問われている。ⅳの上司への提案できる状態については、改善や工夫等のプラスア

ルファの行動であり、これは個人ワーク、チームワークともに期待されている項目と

いえる。  
現在、顧客の品質・コスト・納期要求のレベルが高く、忙しい状態の中で、チーム

や部門全体の仕事、他人の仕事には関心を持たず、相互理解がないまま仕事を進める

と業際的な仕事などのお見合い現象が増え、益々品質低下やトラブル発生してしまう。

ⅴ～ⅷのチームやプロジェクトの仕事になれば、外部の協力者を含む社員全員が同じ

目線で品質意識・コスト意識・納期意識のマインドを共有することが求められている。 
若手社員はバブル以前ではプロジェクトメンバーの先輩社員のサブとしてじょじ

ょに仕事にかかわっていき、仕事の全体概要・位置づけなどを理解しつつ、自分のス

キル・知識をたかめていくなど職場の余裕があった。しかし、現在では、即座に戦力

として求められており、このような環境ではじっくりと職場内で育てる余裕がなく、

職場全体としては派遣社員、契約社員に頼らざるを得ない状況となってしまっている。 
個人中心の仕事も必ずチーム内、組織内の仕事の後工程等に結びついていることを考

えると、すべての仕事について、状況を見える形で常にすりあわせ・報告・連絡・相

談・確認などのコミュニケーションをとる必要がある。若手社員も品質・コスト・納

期目標を達成するために、チームの一員として最低、求められる大切な態度・スキル
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なのである。独りよがりで、かつ業務を勝手に線引きすることは許されない。個人ワ

ークもチームと協働でする仕事のバランス・優先順位を考えながら実行することもあ

る。また、突発的なトラブルやアクシデントの対応をするために上司や仲間に支援要

請が必要になるなど一人では対応できないことも多い。図３７の調査回答「一定範囲

の業務量の増加にも対応できる」ことや「周囲の力をうまく活用したり、調整したり

することが出来る」は、この現場のニーズをよく表している。 
 

チームでの仕事の成果をあげるためには、チーム一体となって「品質・コスト・納

期」マインドの重要性を意識して行動しなければならない。若手社員は組織人として

この意味を強く自覚する必要があるのである。そのためには若手に早い段階でのＱＣ

Ｄ（品質・コスト・納期）の達成マインドを育成することが重要なのである。 

 
 

 

（３） 十分条件としての「状況対応力」 

 

今まで述べてように、実際の仕事では、目標達成するために様々な知識・スキルを

使いこなし、状況対応をしていくことが求められる。一例を上げると、衣料・服飾雑

貨・インテリア・日用雑貨・食品等 を取り扱う小売業/通信販売業のある上場会社が

ある。この会社の営業は一つの企画商品をカタログに載せるという仕事をやり遂げる

ために、様々な知識・スキルを状況に合わせて使いこなすことが求められている。商

品企画を作るためには、世の中の流行をつかむ情報収集力、企画を考えるために出回

っている他社と自社の商品知識を比較できる力、企画を具体化する際に材料コストを

削減するために供給元との価格交渉する力、訴求力の高い商品カタログを作成する力

（デザイン力）、実際の製作に入った段階から納期までに仕上げるために関係者と工

程をスムーズに進める調整スキルや報告・連絡・相談の徹底なども求められる。その

間、全体的なタイムマネジメント力も問われる。これらの能力は使うタイミングなり、

使い方なり、使う場面が変わるだけで求められる対応も変わってくる。特にチームや

プロジェクト単位で様々な人と仕事をする場面ではなおさら複雑である。例えば、苦

労して仕上げた商品が、納期ギリギリの仕事であったため、ミスが起こり、顧客から

はクレームが起きるといった事態も起こる。せっかく見積もった予算も思いどおりに

いかず、関係者と予算調整を迫られる場面も起こる。つまり、どのような仕事でも品

質や納期、コストのトラブルは起こりうるが、そのときにチームメンバーや外部協力

者や後工程の部署の方など、咄嗟にコミュニケーションをよくとりながら解決を図ら

なければならないのである。 
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このように実際の仕事ではいろいろな複数のスキル・知識・態度といった能力を

必要に応じて組み合わせながら駆使し、対応しているのが現実の仕事なのである。 
 

集合研修では、様々な知識・スキルを身につける機会が与えられる。プレゼンテ

ーションスキルや、報告・連絡・相談の仕方、企画書の書き方、メーカーであれば

品質・安全管理のポイントなど、いろいろな研修が開催されている。それぞれの知

識・スキルはいずれも大切で必要な知識・スキルなのであるが、“現場では使えな

い”といった場面によく直面する。学習転移モデルで説明した知識・スキルが現場

で応用できないという問題だ。これは習った知識・スキルが悪いのではなく、使い

方だけでなく、使う場面、使うタイミングなど、活用した経験がないまま対応する

ので、うまくいかないだけの話なのである。どの知識、どのスキルをどのように組

み合わせ、どのタイミングで、どの場面で使うかという感覚は、これは経験をして

身につけるしかない。しかも失敗や成功を重ねながらである。このようなものは経

験でコツを養うことが必要なのである。 
 

せっかく研修で学んだ知識やスキルも現場で使えないことには意味がない。使え

るようにするためには何が必要か、「状況対応力」の開発がキーとなると考える。 
まず、学んだ知識やスキルの数々を必要な時に必要な場面で必要なやり方で同時

にバランスよく使いこなせる力をここでは、『状況対応力』〔133〕と定義する  
 

Ａ『個別の知識・スキルの数々』が「必要条件」．それを使いこなせるＢ『状況

対応力』が「十分条件」である。 
 
 
 すなわち、Ａ『状況対応力』があって、Ｂ『個別の知識・スキル』が生きる。 
    

ＡはＢの十分条件、Ｂは A の必要条件である。 
 
「状況対応力」は複数の知識やスキルを活用して問題解決する能力と捉えても良い。 

  例えば次の会話の例がわかりやすい。ある優秀な税理士のところにあわてふためいた

依頼人がやってくる。相続の問題で親戚とトラブルを起こしてしまって・・」と混乱

してまくしたてる。すると税理士は「税法上のポイントは○○です」の述べた後、「た

だ、今のお話には税法上の問題だけでなく、２つの法律問題がからんでいます。わか

りやすく言えば、こういうことです。もし、裁判で争うならば２つの戦術があります。

必要ならば私のネットワークの弁護士に依頼し、事前に先方の弁護士と交渉してもら

いましょうか。」この冷静で理路整然とした対応に依頼人は落ち着いた。 
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   さて、ここで依頼人が「この人に任せよう」と決めた理由は何か。税理士の知識だ

けだろうか。この人の依頼人の混乱した話から要点をつかむ力、すぐにレスポンスを

返す力、素人でもわかりやすく説明する力、相手に安心感を与える態度、この人の後

ろにいる専門の人脈に結びつけられるネットワーク力などである。〔134〕 
１つだけの知識、１つだけのスキルがあったからではない。複数のスキル・知識を

同時に発揮でき、状況対応力が備わっていたからである。 
 

 

  ６．２ ＰＭＧゲームのアーキテクチャー 

 

（１）  ＰＭＧゲームの目的 

 
ＰＭＧゲームとはプロジェクトマネジメント・グロースゲームの略称であり、 

集合研修内でリアルなプロジェクト（仕事）体験をさせることでＰＤＣＡを中心と

する仕事の進め方やチームによるＱＣＤ（品質・コスト・納期）目標達成のための

マインド養成や必要なスキル・知識を使う感覚を身につけることを主目的としてい

る。  

現場で若手社員が成長に役立つ経験を積む機会が少なく、その結果、せっかく身

につけた知識・スキルを活きたスキル・知識として使いこなせていない。前節での

状況対応力を身につける体験が不足しているからである。若手を早期に育成するた

めに研修内でリアルに「状況対応」をどのように体験させることができるか、[プ

ラクティス概念の導入]を課題としてＰＭＧゲーム研修は開発された。〔３〕 

ＰＭＧゲームの研修の目的は、図３８の図で示される。 

      

 図３８ ＰＭＧゲームの目的〔135〕 
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Ｓは Service（サービス）マインドのことで、顧客や関係者にお役に立ち、

その結果として私どもも利益を享受する WIN‐WIN の姿勢を言う。基本的には

WIN‐WIN の精神でお役に立つマインドのことを指している。 

 

（２）ＰＭＧゲームのコンセプト 

 

図 39 に示すようにＰＭＧゲームのコンセプトは体験による深い気づきである。 

      
図３９  ＰＭＧゲームのコンセプト［136］ 

 

仕事人としての役に立つ知識・スキル・態度は体験による学習が一番有効であり、

実際的である。紙の上での知識は現場応用が難しい。失敗の経験からの気づきや省

察（ふりかえり）からは、「二度と同じ失敗をしない」「失敗を糧に新しいやり方や

考えを創造して、次に活かす」になり、成功体験からは手ごたえがあり、「やった

ぞ！」とか「できた！」と思える。つまり、自信がつき、「やればできる」「次もで

きる」といった効力感を生むのである。原体験を経て自己の認知が変わった場合、

やる気の持続性が高い。 

          

    座学型の通常の研修では、講義で知識・スキルを教えてもらった後、実際に使う

のは仕事の現場になる。ＰＭＧゲーム研修では、図 40 は実際のＰＭＧゲームの研

修の進め方を表しているが、示されているように失敗・成功体験の機会を逃さず、

本人が振り返り、適切に背景理論や考え方、そのポイントなどを抑えるので気づき

のレベルはさらに深くなる。体験も一回限りにとどまらない。失敗（成功）したこ

とを反省し、次の違うプロジェクト体験を繰りかえし、成功体験を積ませることで

自信がつき、やる気がさらに高まるという仕組みである。 
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      新人～2年目             若手（3 年目～） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 

図 40「対象別、ＰＭＧゲームの体験の進め方」〔137〕 

 

 

（３）プラクティス概念の導入による研修設計 

 

１）体験により実践的に学ぶＰＤＣＡ 

 

ＰＭＧゲームでは、経験学習モデルを応用し、仕事の基本であるＰＤＣＡサイク

ルを研修の中で実践させる。この仕事のＰＤＣＡサイクルを通じ、経験学習モデル

で述べた４つのプロセス「実践⇒経験⇒省察（振り返り）⇒概念化」をまわすこと

により、学習していく。つまり、失敗や成功の経験から学び、次回の実践では、自

分なりのセオリー（教訓）として、その経験を活かすようにするのである。 

繰り返しの実践により、最後は成功体験を積むことが出来れば効力感（自信）を

もつことも出来、モチベーションアップの効果も期待できる。 

ここでの学びのポイントは、図 41 で示しているように経験学習モデルの課題で

あった次の二つをクリア―していることである。つまり、１．学習するための意味

のある経験を意図的に発生させて学習者の良質の経験の場を提供していることで

ある。通常の現場では意味のある経験が都合よく出るわけではないので、意味のあ

る経験を積むのに非常に時間がかかるがここではその問題点を解消できる。また、

２．経験したことの振り返り（反省）がひとりよがりにならないように講師（上司

実際に仕事を体験させる 

   失敗・成功させる 

本人自ら気づく 

仕事のやり方・考え方（理論）を確認する

反省と改善を行う 

    失敗・成功させる 

仕事のやり方・考え方（理論）を教える

実際に仕事を体験させる 

    本人が自ら気づく 

    反省と改善を行う 
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役）が的確に学習者へフィードバックを行っている。 このことが可能になれば通

常の現場での上司による指導格差の問題も解消できることになる。 

  

    

（図 41） ＰＤＣＡサイクルを体験により学ぶ。〔138〕 

 

 

 ２）実践体験によるＱＣＤＳのマインドセット 

 

実際の仕事では仕事の品質を成果として問われる。メーカーであれば形あるもの 

を品質として評価されるし、サービス業においても形ないものをサービス品質とい

った形で評価されている。また、納期については 1日でも遅れると信用を失う。納

品を受け付けてもらったとしてもその後の仕事への影響も出てくる。コストについ

ては、採算性を度外視して仕事を進めると利益があがらず、長続きしない。従い、

常にコストに見合う成果を発揮することが求められている。お客様からの品質・コ

スト・納期の期待は高く、実際の現場では当然のようにＱＣＤ目標が掲げられてい

る。このような共通認識のもと実際の仕事は行われているのである。 

知識だけを教えても実際の達成に向けてのマインドは養成されない。したがって、

ＱＣＤ目標の達成に向けて、個人とチームの実際の活動を通じて体験から学ばせて

いるのである。 

図 42 に示すようにＰＭＧゲームではよりリアルなプラクティス概念を導入する

ために、品質・コスト・納期ＱＣＤの３つの関門を設けている。時間内でそれぞれ

のＱＣＤ目標をクリア―するためにチームで協力して取り組む経験をさせる。ここ     
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でのＳはサービスマインドのことで、ＷＩＮ－ＷＩＮでお役にたとうとする意識で

あり、このマインドは品質・コスト・納期を達成するための下支えとなる基本マイ

ンドとしての認識である。 

      

         図４２ ＱＣＤＳのマインドセット 〔139〕 

 

   基本的に仕事は納期が遅れるとペナルティーが取られる。また、仕事そのものを 

受け付けてくれないケースも出てくる。その意味で納期達成するということが大前

提となる。納期達成をしても仕事の成果として品質が問われる。納期ギリギリの仕

事であれば品質ミスもよく起こってしまう。そして、最後はコスト目標である。予

算内で仕事を治めることが出来ているか、オーバースペックになっていないかを問

う。このＱＣＤ（納期・品質・コスト）の３つの関門を設定することにより、プラ

クティス概念を反映させている。 

   

 

（４）プラクティス概念による研修機能の価値再発見 

 

   １）ＰＭＧゲームが効果を発揮する領域 

 

    一般の研修で活用されるモデルは学習転移モデルであり、概ね知識・スキルの習 

得を目的とされる。現場にニーズとして、「研修で習った知識・スキルが使えない。

どうして使うかわからない。」という声がよくある。知識応用の問題である。この

学習転移モデルを中心とした研修では、図 43 で示すように習った知識・スキルを

習得させるために様々な基本トレーニング（Basic training）を行う。このよう

な研修では、習った知識・スキルをベースに反復練習させたり、再確認させたりす

る。そのために演習問題やロールプレイングを行わせたりもする。ここでの応用展

開ができにくいという問題は、基本トレーニングでは状況が最初から設定されてい
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るのが前提となっていることが原因として考えられる。例えば、初めて会う方に名

刺交換をする。そのときのマナー等は状況設定が限定されていて、しかも使うスキ

ルや知識も限定されているので基本トレーニングは極めて有効で、応用展開も問題

はないだろう。しかし、次のタイムマネジメントのスキル・知識のケースは基本ト

レーニングだけでは難しい。例えば、タイムマネジメントで重要度・緊急度を考え

て行動しなさいと教えられる。しかし、実際の重要度・緊急度にあたる仕事は何か

ということについては、その職場の状況によって変わる。これらは基本知識・スキ

ルや手法を学んでも必ずしも思うとおり実践できないことも多い。また、MBA のケ

ーススタディなどの演習も一時、脚光を浴びたが、過去の事例ケースに基本フレー

ムワークを駆使して思考トレーニングを行うことがメインとなっている。つまり、

特定の文脈や状況は止まった形で意思決定をするので、実際の状況のようにイレギ

ュラーな対応や予想外の出来事がおこらず、動きの中で意思決定をトレーニングす

ることができないのである。このように基本の知識・スキル・手法・フレームワー

クといったものを身につけることは大変、重要であるが、どの場面でどのように使

うのかを練習することが研修ではほとんどできないので、現場での実践応用にはハ

ードルが高くなるのである。 

実際の研修で知識・スキルを使いこなせないという教育担当者の悩み・現場の不

満・要望に応えるためにプラクティスの概念を研修に持ち込んでいる。パイロット

やレーサーも本番さながらの練習を行っている。ビジネス現場では研修で学んだこ

とを活用するかどうかはほとんど現場任せになってしまっている。図 43 に示すよ

うに、通常の研修と現場実践の橋渡しとなる役割機能が「プラクティス」という概

念であり、より現場に役立つための研修が可能になる。 

      

（図 43）ＰＭＧゲームが効果を発揮する領域 〔140〕 
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   研修内でプラクティスの概念を持ち込む場合、現場の上司に変わるのが、講師役

であり、学習支援のキーマンとなる。適切にタイミングを捉えて、フィードバック

することがここでもやはり重要になる。 

 

２）現場ニーズと研修をつなぐ学習目標の設定 

 

現場と研修を結び付けるプラクティスをさらに有効にするために図 44 で示すよ

うに、研修前に自己の課題や組織・上司からの期待を自己学習目標シートに目標を

記入してもらっている。本人が目標を自己決定し、目的意識を高めてもらうこと、

また、上司から期待がわかることでモチベーションを高める効果もある。 

各スキル・知識・マインドの能力開発項目は、状況対応力（十分条件）を体感 

いただくために必要条件としての複数の能力開発目標を用意している。主たる内容

は、組織人として必要な品質・コスト・納期・サービスのマインドと若手に必要な

能力を情報マインド群、行動能力群、コミュニケーション群、スキル・技術メソッ

ド群、等の能力クラスター別に基本スキル・知識を分類している。 

 

 
（図 44） 自己学習目標シート 〔141〕 
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Ｏｆｆ－ＪＴ研修の問題点では、上司など現場のサポートが弱いと現場実践につ

ながらず、効果があがらないことは既に述べた。（ｐ45 参照）現場実戦の効果を上

げる為には、「理論」＋「実例紹介」＋「練習」＋「サポート」この４つが絡むと

仕事への応用率は８０～９０％に高まるのである。〔74〕 この自己学習目標シー

トは、現場顧客ニーズと集合研修の関連づけを行うことで現場上司への研修へのコ

ミットメントを引き出すためのものでもある。つながりを深め、学習効果を高める

役割を果たしている。  

 

 ６．３ ＰＭＧゲームの開発と実用化 

   （１）ＰＭＧゲームの開発～開発者（須見文雄）～ 

 

ＰＭＧゲームは、有限会社スマート・アイのビジネスパートナーであるリアル・

ヒューマンワークスの須見文雄氏が 2006 年に開発した。有限会社スマート・アイ

のクライアントの企業ニーズである体験型研修の企画設計の際、須見文雄氏に設計

開発を依頼し、協働で実施したのがＰＭＧゲームの開発実施のきっかけである。 

通常の開発プロセスでは、設計⇒開発⇒テストの手順で開発が行われる。例えば、

設計段階では、作業内容であるシステムの仕様を決める。仕様はシステムに持たせ

る機能であるから、どのような内容物にするかを決める。これは通常、顧客と相談

して作る要件定義書や仕様書である。通常、この決定権は顧客案件の場合は顧客に

ある。そして、開発段階では、仕様書に基づき、実際のプログラムを作る。その後、

実際のプログラムのテストも顧客のチェックをもとに品質のテストを行うといっ

たプロセスを踏む。 

しかし、今回のＰＭＧゲームの場合は、仕様も品質テストも開発者主体で行っ 

ている。もともとの要求としては、ゲーム学習によってタイムマネジメントを学ば

せるといったレベルのニーズでしかなかった。通常のマーケティングのプロセスで

は顧客ニーズから出発し、他社との競争的優位を意識した商品開発を行う。しかし、

研修でのプラクティスな概念は潜在的なニーズとしてはあるものの、実現が難しい

ニーズであり、開発が非常に難しい。その難しさゆえに気づいていても誰もが着手

できなかった。このプラクティスの概念、リアルな実践感覚に基づいた設計仕様は

須見氏の経験とリアル性を志向するバックボーンによるところが大きい。氏は人事

制度構築・導入、採用、人材開発、メンタルヘルス、組織編制、株式公開、リスト

ラなどの経営人事を担当。 その後、大手システムインテグレーターにて経営人事

を担当しつつシステム製品企画や営業等にも携わった経験をもっている。 

これらの経験は人をどう動かすか、人をどう育てるか、どう組織の目標を達成す

るかといったリアルな経験の連続である。特に現場でのプロジェクトマネジメント
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経験を通じて、①前工程、後工程を意識した能力発揮、②偶発時・不測時の能力発

揮、③複数能力の同時発揮といった現場で必要な能力を自らの体験を通じて身につ

けたノウハウがＰＭＧゲーム開発につながったと言える。［142］  

 

『何故、プラクティス概念が今まで研修で導入されなかったか？』 

逆説的に言うと、上述の現場プロジェクトを実際の自分の仕事を通して体感してい

る立場の人間が、ゲーム設計、システム開発ができる能力と経験、バックボーンを

有していたから導入できたのである。氏はシステム設計の開発志向と能力がもとも

とベースにあった。プロジェクトマネジメントを体験できるＰＭＧゲームの開発に

はプロジェクトマネジメントの経験がなければ、研修内で実践に近い練習であるプ

ラクティス概念は思いつかず、それがゆえに開発をされることがなかったからであ

る。 

 

（２） 協業モデル～実用化に向けて～ 

実用化に向けては図 45 に示す協業モデルで展開している。ＰＭＧゲームのニ

ーズが新たに加わる度に、あるいは講師として運営を行った際、受講生の反応結

果が出るたびに、開発者である須見氏にフィードバックし、より実践に近い形で

ゲーム設計を行い、改良し続けている形が現在の基本形である。すでにこのモデ

ルで１０近くのＰＭＧゲームを開発している。現在、クライアントでは大手上場

企業の繊維・薬品メーカーと同じく大手上場企業の百貨店（サービス業）、有名

国立大学など幅広い業界・職種に実用化を進めている。講師については二人体制

で行っている。ＰＭＧゲームの設計コンセプトに沿った適切なフィードバックが

できる講師は、マネジメントの実務経験が豊富であることが求められる。実務経

験が乏しい場合、講師の育成には時間がかかり、他社からの参入ハードルは非常

に高いものといえる。 

 須見文雄 

（リアル・ヒューマンワークス）

坂田淳 

（有限会社スマート・アイ） 

 基本役割 ＰＭＧゲームの設計・開発 ＰＭＧゲーム販売・教材管理

 

品質管理 

品質向上 

ＰＭＧゲームの開発＆リニ

ューアル／品質テスト実施 

顧客ニーズの新たな掘起し

／開発・品質テスト協力 

 営  業  開発者としての同行  新規開拓・顧客管理 

 

 研修運営 

 

 講師（上司役・先輩役） 

＆ゲームの運営管理 

講師（上司役・先輩役） 

＆ゲームの運営管理 

   図 45  ＰＭＧゲームの協業モデル（143） 
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６．４ ＰＭＧゲームの実証検証と効果 

 

（１） ＱＣＤ（品質・コスト・納期）目標の達成結果と上司活用度の関係性 

（定量評価） 

 

既に述べたようにＰＭＧゲームはＱＣＤマインドを高めることを狙いの一つと

している。評価の方法としてはチームで納期・品質・コストの目標にむけての仕事

の成果を競わせている。優先順位は１．納期 ２．品質 ３．コストの順番である。

この理由は納期を守れず、納品されても顧客はその後対応に困る。ゲーム上は学習

目的であるから評価は一応するものの、納期遅れの納品は基本的に受け付けず、評

価もしないのが顧客の対応である。納期が守られて初めて品質の評価を始める。期

待する水準に達しているか、また、期待以上の成果を発揮しているものかを評価す

る。実際の現場でも納期⇒品質の評価手順であろう。最後にコスト評価を行う。コ

スト評価については、仕事が納期も品質も守られたとしてもコストがかかり過ぎ、

コストの割にパフォーマンスが低すぎたりすれば評価は下がる。実際のゲームでは、

講師が上司役、先輩役を担い、必要に応じて受講生（部下役、後輩役）の指導・ア

ドバイスを行う。これは現実の仕事でもある。部下は上司からの必要な支援をどの

タイミングでどれだけ活用するか、上司の仕事状況や内容によって判断することが

求められる。この評価をするために、上司からの手助け度（ヘルプ）を指数化して

いる。上司の手助けを必要とした場合、その分、上司や先輩の労力をかけ、時間、

費用ともコストがかかることとなる。ヘルプを求めた場合、より高い成果が求めら

れる。 

 

◆ 検証仮説１ 

 

納期と品質とコストの各目標の評価と上司活用度（ヘルプ）の評価の相関関係 

をみる。 

 

仮説１ ：納期の早いチームは品質評価、コスト評価も高い。 

 

仮説２ ：成績の良いチームは上司をうまく活用している。 

 

とおいた。この仮説は、チームワークやすり合わせを必要とするプロジェクトにお

いて共通する内容である。ＰＭＧゲームの活動結果において、同仮説が成り立つか

どうかを検証した。 
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◆ 検証対象法人 

と実施回数 ：独立行政法人３法人（計 5回）、民間企業 3法人（計 4回） 

経営者協会セミナー（計 3回） 

    ◆ 受講者の年齢 ：19～30 才（約 500 人） 

◆ 検証実施時期 ：2006～2008 年度  

ＰＭＧゲーム研修の１２回程度のサンプル平均は、仮説１、仮説２ともに立証

される結果となった。図 46 は某国立大学（2007）の評価例である。図 47 は某独

立行政法人（2008）の評価例である。 

尚、Ｄポイントは、納期履行状況。Ｑポイントは成果物の良し悪し。Ｃポイン

トは投入しなくてはならない手間ひま、労力、費用。ＨＰポイントはチーム外か

らの手助けの有効活用度をあらわしている。 

     

図 46 「品質・コスト・納期と上司の手助け度の関係」（2007）［144］ 

  

       

              図 47「品質・コスト・納期と上司の手助け度の関係」 

（2008）［145］ 

納期がもっと

も早いチーム

は、品質・コス

トのポイント

も一番である。 

2 位チームは、

上司の活用が最

も 効率的で あ

る。 
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（２）経験学習モデルの効果検証（定性評価） 

～経験→省察→概念化→実践のプロセス～ 

 

 ◆検証方法 

      自己学習目標シート（図 48 サンプル参照）に 

         １．上司からの期待、自己の目標を学習目標に記入する。 

２．ＰＭＧゲーム（１回目）を実施する。 

３．自己・他己からの評価を記入し、振り返りを行う。 

  適切なタイミングを捉えて、上司役である講師がポイントになる

考え方を紹介する。 

４．振り返り・反省に基づき、再度、目標を立てて、ＰＭＧゲーム 

（2回目）にチャレンジする。 

５．終了後、他者からもフィードバックをもらい、強み、弱みを明確

にし、経験を次に現場でどのように活かすのか行動指針レポート

を作成する。 

 

       ＰＭＧゲーム研修内で、経験学習モデルの経験→省察→概念化→実践のプ

ロセスを再現し、上記の運営方法にてどの能力開発項目（ディメンション）

を意識し（高めたい、改善したい）、どのような状況下でどのように使っ

たかを踏まえて、その気づきから得た教訓（次からどうするのか）を定性

評価する。 

      

    図 48 自己学習目標シートサンプル （某国立大学）[146] 
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◆ 検証対象法人 

と実施回数 ：独立行政法人３法人（計 5回）、民間企業 3法人（計 4回） 

経営者協会セミナー（計 3回） 

    ◆ 受講者の年齢層：19～30 歳（約 500 人） 

◆ 検証実施時期 ：2006～2008 年度 

 

自己学習目標に基づいて、ＰＭＧゲーム研修で何らかの気づきを得、能力開発が必要

と感じた項目は下記のとおりになった。 

 

  セルフマネジメント（ＰＤＣＡ）、タイムマネジメント、優先順位、情報の取捨選択、 

問題解決、効率化、意識共有、チームワークと生産性、役割分担、割当、傾聴力、 

共感力、コミュニケーション、報告・連絡・相談（忙しい上司へ）、集団コミュニ 

ケーション、論理的コミュニケーション、主体性、積極性、自己主張性、状況対応、

顧客満足、納期意識、納期（個人とチーム）納期と品質の両立の難しさ、コストとリ

スクのバランス、納期とコストのバランス、リスクマネジメント など 

 

  以下、代表的な気づきを得た内容の一部抜粋である。 

  （定性評価）[147] 

年 齢 

性 別 

能力項目 どのような状況下で   

どのように行動したのか 

結果、何に気づき、どのような教訓を得たか

（次はどうすると考えたか） 

24歳 

女性 

主体性 チームで必要なアイデア・意見を

述べなければならない時、肝心な

ところで「この一言は誰かが言っ

てくれるだろう」「間違っていたら

恥ずかしい」などとしり込みをし

てしまった。 

（受講前）引っ込み思案であるので、主体性を意識

し、自分の考えを意識し、自分でやる意識をもって、

自分の考えを適切な言葉で相手に伝えたい。 

（受講後）主体性は意識して臨ぞめたが、肝心な場

面ほど、しり込みせず、そんなときこそ、明るい表

情で皆の顔をみて発言していきたい。 

28歳 

女性 

主体性／

受容性 

意見を自己主張しなければならな

い時、意見を言えず、流されてし

まった。 

「主体性」「受容性」について自分の意識のなさを

思い知る学習でした。「意識」して仕事に望むこと

の大切にしたい。 

27歳 

男性 

状況対応 

 

最初に与えられた課題が何である

か、求められているものは何かが

つかめなかった。また、グループ

の中であまり知らないメンバーの

安価で自分が貢献できる役割は何

かがすぐに見出せなかった。 

 

常に状況は変化し、その中でもお客様に対しては一

定レベル以上のクオリティを確保しなければなら

ない。そのためには、顧客が何を求めているのか、

貢献できる役割は何かをすぐに見出し、咄嗟に状況

対応することが必要であると感じた。 
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年 齢 

性 別 

能力項目 どのような状況下で   

どのように行動したのか 

結果、何に気づき、どのような教訓を得たか

（次はどうすると考えたか） 

26歳 

男性 

ＰＤＣＡ やるべきことが多く、焦るばかり

で、ＰＤＣＡのサイクルが全然で

きず、右往左往していた。 

ＰＤＣＡの能力の向上の必要性を強く感じた。学習

目標で立てた別の項目「主体性」「表現力」は意識

して出来たので、［ＰＤＣＡ］や他の求められる能

力も意識して使うことが必要であると感じた。 

24歳 

男性 

ＰＤＣＡ 

／情報共

有／問題

解決 

第二フェーズでは、第一フェーズ

で計画したスケジュールの訂正と

オフィスの配置計画を、同時に作

業を進めていたが、両グループで

の進行状況を見ながらその状態を

確認し、情報共有し、人員分配を

やりなおした。 

 

第一フェーズでの反省をもとにチームワーク、役割

分担が出来た。できるようになったのはＰＤＣＡや

ＱＣＤを意識して行動したことを示していると思

うし、それが楽しいと思えるようになったのは嬉し

かった。 

22歳 

男性 

ＰＤＣＡ 

／ＱＣＤ 

ＰＤＣＡをあまり重要と思わず、

行動してしまった。 

受講前は重要と感じていなかった。特に重要と感じ

たのはＰＤＣＡとコストや納期意識である。これか

らがんばってもてるようになりたい。 

26歳 

男性 

ＰＤＣＡ

／情報の

取捨選択 

グループでは時間管理ができなか

った。何度か時間のなさをメンバ

ーに注意喚起したが、それをシビ

アに受け止めてくれない雰囲気だ

った。 

ＰＤＣＡは個人では意識したが、集団となる実行が

難しい。もっと役割分担とチームワークを発揮し、

効率化をはからなければならない。 

・情報がいくつかある中で、情報を素早く取捨選択、

優先順位をつけることが大切であると感じた。 

23歳 

男性 

納期意識 ・成果物を期日どおり、納められ

なかった。 

 

・自分の役割の仕事の段取りが悪

く、チームの足を引っ張った。 

・1分でも納期を過ぎれば、それまでどんなに努力

して、どんなに出来が良くてもすべてが無駄になっ

てしまうことを改めて強く考えさせられた。 

・一見、個人の仕事でも納期が遅れたならば、数多

くの人に迷惑がかかることを肝に銘じておきたい。

27歳 

男性 

納期＆品

質意識 

グループ内でよいもの（品質）を

作るために意見を出し合うばかり

になり、時間がかかりすぎた。 

 

納期と品質の両立は難しいが、バランスを考えて行

動をとりたい。 

20歳 

男性 

納期＆コ

スト意識 

納期ギリギリの状況になり、最後

はやっつけ仕事になってしまっ

た。 

余裕をもって前倒しで実践することが必要である。

ただ、納期のことを意識するあまりにコスト意識が

薄れてしまうのも問題だ。納期とコストのバランス

をとりたい。 
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年 齢 

性 別 

能力項目 どのような状況下で   

どのように行動したのか 

結果、何に気づき、どのような教訓を得たか

（次はどうすると考えたか） 

28歳 

男性 

計画 

 

仕事がいっぱいいっぱいで、頭の

中では制限時間を認識していなが

らも、現状からいかに早く行動す

れば目標を達成できるのか、この

点に思考がまわらなかった。 

動き始めるとバタバタする。計画の段階で納期から

逆算して行動スケジュールを組むことがいかに重

要であるかを痛感した。 

30歳 

男性 

情報収集 

／ＰＤＣ

Ａサイク

ル 

第一フェーズでは情報不足からモ

レが多く発生した。納期の前倒し

が出来たのに、品質評価が減点と

なってしまった。 

第一フェーズでの反省を踏まえ、疑問点を即座に確

認し、情報収集に努めたためである。成功に導くた

めの情報収集が実践に有効であるとの体験を得た

ことは大きい。 

24歳 

男性 

チームワ

ーク 

納期と品質目標に向けてチームが

ひとつにまとまり、協力関係が築

けた。 

グループ内の協力関係を築き、チームワークを高め

て仕事に当たることで、時間の短縮と質の向上の両

方の面で非常に良い影響が出ることがわかり、グル

ープワークの重要性が認識できた。 

26歳 

女性 

役割・割

当 

積極的でない人に対しても意見を

よく聞き、役割を意識的に振って

みた。 

役割を与えたり、意見を聞きだしたりすると、その

人の違った能力が引き出されることがわかった。自

分の抱いているイメージで、その人を見るのではな

く、いろんな角度からいろんな話をする中で、「人」

というものは見えてくるものだと感じた。 

24歳 

女性 

自己アピ

ール／役

割分担 

ほとんど初体験の人でグループを

結成、しばらくグループ全体が固

まってしまい、動かなかった。 

誰がどんな役割が得意かわからないため、自分から

アピールする。もしくはどんな役割でもやることが

必要であると気づきました。実際の仕事でもこのよ

うな場面は多いと感じました。 

25歳 

男性 

相談 わからないことがあっても上司や

先輩などに相談せずに対応しよう

とした。 

他の人はわからないことをそのままにしないで、普

通に上司や先輩に聞きに行っていた。見習わなけれ

ばならないと感じました。 

忙しい上司へは遠慮してしまうので、改善したいと

思います。 

22歳 

男性 

集団コミ

ュニケー

ション 

 

グループのたくさんの人数で一つ

の事を決めるのが難しかった。違

う意見がどんどん出てきてなかな

かまとまらなかった。 

人はそれぞれ異なった価値観を持っているため、１つのこ

とを決める時にも様々な意見が出てくる。その意見をまと

めてひとつにするという際には、自分と違った考えも十分

に尊重することが大事だと感じた。 

・相手の状況を良く見て、相手の気持ちに立って理解する

力はやはり苦手である。発言すべき所と発言すべきでない

ところをわきまえてやる必要がある。 
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年 齢 

性 別 

能力項目 どのような状況下で   

どのように行動したのか 

結果、何に気づき、どのような教訓を得たか

（次はどうすると考えたか） 

30歳 

男性 

論理コミ

ュニケー

ション 

集団の中のたくさん意見の出てい

る人たちへ、なんとなくついてい

ってしまった。 

１対１でやりとりするのは何となくできるのだが、

1対多になると不安になり、その結果、言葉数が増

えてしまう欠点を再認識した。その場を引っ張ると

いう意識も低く、流されてしまうのも相変わらずで

した。ただ、多数を相手に話す前に余裕があり、一

度、自分の中で筋道が出来ていると、思うより不安

にならないことに気づいた。 

26歳 

男性 

リスクマ

ネジメン

ト 

取引業者の選定の際、代替案を出

すことができず、結果、仕事が遅

くなってしまった。 

代替案を考えることはリスクマネジメントである

と気付いた。1 回目は出来なかったが、2 回目には

意識してできるようになったのは良かった。 

27歳

男性 

組織人と

しての自

覚／チー

ムワーク 

課題として上げていた「表現力」

「分析スキル」は意識したが、思

うように発揮できなかった。しか

し、グループワークにより、「共感

力」「受容性」を活かし、足りない

部分を補いあうことによって、全

体として問題解決できた。 

「個人」としての仕事ではなく、「チーム」「全体」

としての仕事をしている意識を持つことが必要で

ある。そして、組織全体の中での自分の位置の確認、

他部署との密接な連携を常に心がけたい。 

同時に、自分の苦手とする「表現力」の向上は意識

しなくてはならないと感じた。 

22歳 

男性 

報告・連

絡・相談

／状況の

共有 

自分で分析したこと、考えばかり

が先行し、作業への参加が遅れが

ちになることが多かった。 

「分析」は得意と思っていたが、後々、仕事に支障

が出てくることを痛感した。自分で理解していて

も、それがグループメンバーに伝えようとするこ

と、あるいは伝わりやすいように工夫しなければ問

題が大きくなる。上司を恐れて質問や相談を怠る、

といった消極性を排除し、常にＱＣＤＳの高い仕

事、サービスを提供していけるように心がけたいと

思う。 

 

以上は、ＰＭＧゲーム内でのプロジェクト（仕事）を体験する過程で、必要と捉

えたスキル・知識・マインドを中心してマイセオリー（教訓）について述べている。 

この中での気づきで特筆すべきものとしては、個人ワークとチームワーク、納期と

品質、納期とコストなど、バランスについて言及している感想が多い。このバラン

スを意識しながら目標を達成するには、単一的なスキルだけが身につければ解決す

るものではない。本章で述べた状況対応力が必要である。例えば、26 歳（男）の男

性のこの点に関する気づきのコメントは、「私のグループは特に時間管理ができな

かった。その理由は何度か時間のなさをメンバーに注意喚起したが、それをシビア
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に受け止めてもらえない雰囲気だった（品質重視していた）。もっと役割分担して、

かなり効率化すれば良かった。ＰＤＣＡは個人では意識するものの、集団全体での

実行となると難しかった」と述べている。これは時間管理が単なるタイムマネジメ

ントの知識・スキルだけでなく、コミュニケーションや役割分担、優先順位の付け

方といった意識やスキルをバランスよく活用することが必要と気づいているので

ある。 

 

以上、このように「どのようなスキルがどのような場面で必要になったか」、ま

た、「複数の能力の発揮をバランスよく同時に発揮する」といった状況対応を体験

できており、各スキル・知識・マインドを磨く必要性を強く感じることで、動機付

けがはかられている。または、能力項目によっては成功体験を得て能力・スキル・

考え方について確信を得たものもいる。これらの状況対応力は、言わば暗黙知の形

成であり、形式知だけでは得られない。  
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第７章：ＰＭＧゲームによるプラクティス概念の導入と 

研修機能のイノベーションによる企業経営への貢献 

 

  序  ＰＭＧゲームによる研修内でのプラクティス概念の導入と研修機能のイノベ

ーションによる企業経営の貢献について提言し、現場と研修のつながり（価値

連鎖）向上について更なる研究課題を述べる。 
 

 7.1 若手社員教育のための新・体験型学習ＰＭＧゲームの提言 

   （１）体験による学習をより有効にするフィードバック 

 

現場に役立つスキル・知識・マインドというものは、本来、現場での仕事体験が

一番身に付くものである。若手への指導も本来ＯＪＴでやるべきものだと考える。

その中で現場に近い感覚で集合研修の場で、体験による学習ができる意義は大きい。

特に研修機能の新しい価値としてプラクティスの概念を研修に持ち込んだことが

本研究の意義である。今までは学習転移モデルの限界、所謂、座学型研修の問題で

あった。つまり、学んだスキル・知識の現場応用をどうするかが課題であったわけ

である。もちろん、ＰＭＧゲームでの体験は、現場でのリアルな体験には勝てない。

どの競技のスポーツ選手、囲碁や将棋のプロ、パイロットなど専門スキルを持って

いる人の現場での緊迫感は、体験しないとわからないものであるし、その臨場感、

緊張感でないと身につけられない技がある。しかし、だからこそ、知識学習やロー

ルプレイングからいきなりの実践とならない、本番に近い環境での体験による練習

であるプラクティス概念による現場と研修のつながり、橋渡しが必要なのである。 

このプラクティス概念による経験学習をより有効に活かすためには、現場で起こ

りうる意味のある体験に合わせてタイミングを逃さず、効果的なフィードバックが

高いレベルで出来ることが欠かせない。従来、現場での管理職では指導力格差が著

しかった。やり方を教えるティーチングの技術の差、相手のやる気・能力を引き出

すコーチングの技術の差、ほめたり、叱ったりできるコミュニケーションの技術に

加え、人格の差も正直出ている。これに現場の忙しさに拍車をかけている問題もあ

った。このＰＭＧゲームでは厳選して考えられた設計のもと、意味のある体験を計

画的に組み込み、実際に若手育成への指導、動機付けが出来るようになっている。

また、上記の各種スキルを持った講師で陣容を整え、フィードバック力を高めてい

る。しかも、そのために日々、トレーニングを重ね重ねている。また、研修場面で

の実際のフィードバックには、起こりうる失敗・成功のケースや起こす人のタイプ



104 
 

を想定できるので、十分、準備をしたうえでフィードバックができるメリットがあ

る。フィードバックの質の高さと若手社員にとって意味のある経験を積ませること

ができる仕組みによって、プラクティス環境が十分整えられて実践できるのである。 

 

  

（２）主な体験型学習の種類と特徴 

 

現在、企業で行われている体験型学習には次のようなものがある。 

 

①ロールプレイング型トレーニング 

 

     役割と状況を設定し、教えられた型（スキル・知識等）を実技練習し、身につ

けるために行う。状況設定を限定的に決めることで、十分準備の上、段階的に練

習することができる。通常、相手役とロールプレイ役と観察役を交代し、練習す

ることで、ロールプレイングを実施する人、相手役それぞれの心理がわかるメリ

ットがある。また、観察役をすることで客観的に自分の習得度合いの確認や他の

人との違いを知ることができる。反面、複雑な状況下での設定は性質上、そぐわ

ない。 

 

②集団コンセンサスゲーム[148] 

 

 集団の意思決定・コンセンサスをとるゲームで、ある課題を与えて優先順位を 

つける。この個人で決めた優先順位を持ち寄り、集団での優先順位を決める。そ 

のときに感じる葛藤の処理の仕方や相手を論理的に説得する力、相手を受容的に 

受け止め、聞く力などの体験から学ぶことを目的とする。代表的なものとして、 

ＮＡＳＡ宇宙飛行士が月で遭難した時、助かるために必要な道具は何かを優先順 

位を決めていく「ＮＡＳＡゲーム」や同視点の「12 人の怒れる男」が有名であ 

り、長く研修商品としてはロングセラーを続けている。主に人間関係やコミュニ 

ケーションを高めるための体験学習ゲームが多い。 

 

③ アウトドア型研修 

 

（その 1）リーダーシップ開発研修 [149] 

全体的視野の養成、効率的な解決手段、正確なコミュニケーションなどの 

テーマを扱う。職種も年齢も違う人々が、屋外で集まる環境を作ることで、“自     

ら動かなければ何も動かない”といったリーダーシップ行動が体感できる。 
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（代表的な研修例） 

3 メートル間隔に立てたポールとポールの間に張り巡らせた蜘蛛の巣のよう 

なロープをくぐり抜け、全員が渡る。渡るルートや失敗時における制約もあり、

チームで協力して、役割分担や時間管理などを確認する必要がある。体験終了後、

各自の葛藤や反省を踏まえて複数回、違う内容の体験学習を実施する。ＰＤＣＡ

サイクルやリーダーシップとチームワークのあり方などが体験できる。 

 

（その２）もの作り体験などのワークショップ[150] 

 

特定のテーマを決めず、「今、ここ、この場」で起きている感覚を語り合った 

り、また、海岸の貝や流木などを使っての創作活動をおこなったりする。あるメ 

ーカーは地元工場のゆかりのある米づくりを通じ、モノ作りの大変さ、楽しさ、

喜びを体験する。このようなワークショップを屋外でやることを通じて、自分の

内面を見つめ、先輩・後輩との絆作りやチームワークを形成する。 

 

④ 経営シミュレーションゲーム[151] 

 

     会計管理や財務担当者や経営幹部候補生を中心として企業経営そのものをシ 

ミュレーションにより、体験する。ゲーム内で仕入れや販売などでモノを動かし、

お金の流れを把握する。また、決算期には実際に会計処理を行い、次年度の経営

計画を立てる。この一連の経営シミュレーションによるプロセスを体験すること

で管理会計やキャッシュフローの概念を学ばせ、実際の意思決定トレーニングを

行っている。代表的なものとして、ＭＧゲームが最も著名である。 

     近年では、実際の会計の知識を学ぶことを目的にするだけでなく、会社統合に 

伴う融和・人的交流を円滑にするための体験学習として実施する企業も多い。 

  

⑤ 内省型研修（内観療法など）[152]  

 

     自己中心的な見方をするあまり行き詰ったり、悩んだりする人間の内面を掘り 

下げる研修である。内観療法が有名であり、一種の自己修養の方法である。例え 

ば、内観では、他人や親など周囲に関連して「していただいたこと」「してお返

ししたこと」「ご迷惑をおかけしたこと」等の記憶をたどり、自分がこれまでい

かに周囲に支えられてきたかを気づくものである。面談者やファシリテーターと

呼ばれる１対１やグループでの問答形式で体験する。このことにより前向きで他

者肯定的な生き方が動機付けられる。東横インなどは社長自ら実践し、社内のコ
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ミュニケーションやベクトルあわせに効果をあげている。他にも内省型研修では、

森田療法、ゲシュタルトセラピー等、多数取り組まれている。 

    

⑥ケーススタディ（擬似体験あるいは追体験） 

 

ケーススタディ（事例）を読み込み、特定の立場でシラバス（課題）を考え、

意思決定・思考トレーニングを行う。ケース分析においては、フレームワークや

論理ツールを活用し、分析し、解決案を出す。この過程を含め、解決案を討議し

あう。立場の違う受講生の討論の質で満足度は変わる。自分の意思決定と違う他

人の意思決定及びそのプロセスや経験を語り合うことで見方を拡げる。 

 

    ⑦その他 

・ プロジェクトマネジメント技法の知識とスキルを簡易体験と知識検定によ

り学ぶ（ＰＷＡ検定） 

・ 基本的な仕事の心構え、スキルを体験により、若手社員のモチベーション

を高める研修（Ｒ社 等）  

・ アクションラーニング（ｐ61 記述） 

 

 

（３）ＰＭＧゲーム研修と他の体験型学習との違い（ポジショニングマップ）  

     

 体験型学習を坂田は以下の３分類に整理し、定義した。 

 

「プラクティス型」  様々な種類のイベント、アクシデントを違った時間進

捗やタイミングで発生することにより、文脈対応が必要

なシチュエーションを再現し、状況が固定化されない中

で、状況対応を実践トレーニングするもの 

 

     「シミュレーション型」状況の特定の要素を絞り込んで設定し、「こういった

とき、どうする」と単純化したスキルやフレームワー

ク活用をトレーニングするもの 

 

     「内省型」      自己の内省、グループの少人数の対話、また、ガイド

からの質問等により、自分の行動様式や価値観・動 

機・習慣に気づき、今後の変容のきっかけをつかむも

の 

体
験
型
学
習 
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   本論文では、『組織人として実際の仕事の現場で役立つために必要な知識・スキル・ 

態度を活かして行動に移すことができる』=『能力』と定義（p32 参照）し、この領 

域を取り扱っている。従って、価値観や動機、行動様式など自身の内面にフォーカ 

スし、内省を深める内省型はここでは比較対象から外して分析を進めてみたい。 

図 49 で示されているように縦軸は、プラクティス型傾向が強いか、シミュレーシ 

ョン型傾向が強いか、横軸は、状況対応力（複合スキル発揮）をトレーニングするも

のか、単一スキル・フレームワークをトレーニングするかで、以下の４象限のタイプ

に体験型学習を分類した。 

  第一象限（プラクティス型・状況対応力） 

第二象限（プラクティス型・単一スキル・フレームワーク） 

  第三象限（シミュレーション型・単一スキル・フレームワーク） 

  第四象限（シミュレーション型・状況対応力） 

 

いずれも経験学習モデルを応用している体験型学習と言えるが、プラクティス型傾

向が強ければ強いほど、現場の仕事環境に近い体験ができる。逆にシミュレーション

型に近ければ近いほど、限られた条件の中での単一スキルやフレームワークのトレー

ニングする目的のものが多くなる。 

 

    図 49「体験型研修ポジショニングマップⅠ」［153］ 

経営シミュレーション 

 

アウトドア 

 Ｒ社 

プラクティス型 

シミュレーション型 

状況対応力 

（複合スキル発揮）

単 一 ス キ ル や 

フレームワーク 

ＰＭＧ 
ゲーム 

アクション 

ラーニング 

 

ロール 

プレイング 

 

も の

作 り 

 

ケーススタディ

集団 

コンセンサス

 

 

ＰＷＡ 

第一象限 第二象限 

第三象限 第四象限 
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（高） 

・「アクションラーニング」 

仕事そのものが体験学習であり、効果は高いが、若手社員の参加には制約 

が多い。 

・「ＰＭＧゲーム」  

集合研修の中では一番特徴・強みを発揮する領域である。 

     ・「Ｒ社の例」 

体験学習の内容は、ロボット製作や会社戦略、広告プレゼンなど体験学習は

多岐に渡る。しかし、若手が現実のビジネスシーンにはあり得ない体験が多

く、モチベーションアップが最大の研修の目的である。 

     ・「アウトドア研修」 

      チームワークとリーダーシップ、問題解決のテーマで実践体験できる。組織

人としての行動をベースにした体験ではない。 

      

   （低） 

  

 

図 49 で示されるようにＰＭＧゲームは企業現場でのより実践に近い環境下での

練習ができる点、具体的には品質・コスト・納期目標を達成するための個々人とチ

ームが一体となった体験学習ができる。そして、その成果を発揮するためには、様々

な状況に対応するため、複数のスキルを同時に発揮できる能力が必要となる。この

プラクティス型の実践練習が出来、状況対応力をトレーニングできるのがＰＭＧゲ

ームの特長と言える。 

 

また、図 50 に示すように、第一象限の「プラクティス型・状況対応力」に位置 

する体験型学習ゲームを中心に新たな軸でポジショニングしなおした。縦軸にプラ

クティス型⇔シミュレーション型、横軸にフィードバックの仕方（リアルな多視点

的フィードバック）か、（基本フィードバック）かに分類した。ＰＭＧゲームの場

合、基本的な仕事の進め方を中心としたフィードバックは大切にしつつも、あらゆ

る可能性『What（何をやる）× Why（なぜそれをやる）』『How（どうやる）×Why

（なぜそれをそうする）』の中からの本人に処方を考えさせ、動機付ける。また、

具体的に処方を教えることも行う。[154] 

 

プ
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 図 50「体験型研修ポジショニングマップⅡ」［155］ 

 

 

（４）若手社員へのプラクティス概念による新・体験学習メソッド（ＰＭＧゲーム） 

の提案 

 

今日の日本企業の多くの職場では、一体感を失っている。状況や役割、問題をチ

ーム全体・関係するあらゆる人々で、情報の「見える化」が図られておらず、引き

継ぎ不足、情報の未確認、誤解が生じ、トラブルやアクシデントが多発している。

このことが納期遅れ、品質トラブル、コストアップにつながっている。 

本論では、このような問題認識のもと、ＱＣＤ（品質・コスト・納期）目標の 

達成度合いと上司活用度の関係性を分析した。検証結果は、①納期の早いチームは

品質評価、コスト評価も高い②成績の良いチームは上司をうまく活用していると仮

説通りの結果となった。納期・品質・コスト目標の達成とチームワークは因果関係

が強く、この検証結果は、若手社員の育成において、大変、意味のある結果となっ

た。ＰＭＧゲーム研修で、若手社員に現場ニーズに近い仕事体験をしてもらうこと

で、若手社員の納期・品質・コストマインドの向上に役立つことができる。受講生

の感想の中には、「思い知る結果」「いかに重要か」「肝に銘じる」といった体験学

習特有の感想が見られた。また、「納期と品質のバランスが重要である」の感想。

アウトドア 

 Ｒ社 
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リアルな多視点的 

フィードバック 
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アクション 

 

もの作り 

第一象限 第二象限 

第三象限 第四象限 

 

ロールプレイング 

ＰＭＧゲーム 

アクション 

ラーニング 
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これは納期ギリギリの仕事になればやっつけ仕事になってしまうといった体験で

ある。また、「一見、個人の仕事でも遅れたチームに迷惑がかかることを、身を持

って経験した」といったコメントも寄せられている。『ＱＣＤバランス』や『個人

とチームの仕事のバランス』等のコメントは全体を見て仕事をするという感覚を養

える内容と位置づけられるものである。 

    実際の現場に役立つ為には、このようなプラクティス概念による体験学習は非常 

に有効であり、複数の場面で複数の知識・スキルを使いこなす「状況対応力」を実 

践練習できることは有益である。このようなマインドや状況対応力の実践勘は出来 

るだけ早い段階で、プラクティス概念による体験学習を受けることが育成への近道 

である。 

以上のことから、若手社員への早期段階でのＰＭＧゲームによる学習機会を提言 

したい。 

 

 

  

７．２ 現場と研修のつながり（価値連鎖）向上に受けての 

更なる研究課題  

        

（１） 人材育成のバリューチェーンの重要性 

 

  本論では、人材育成の役割・機能は教育訓練、配置、仕事の割り振り、人事考 

課等を通じて、人材の貢献可能性や人材の価値を高めるための人材マネジメント 

であると位置付けた。これに募集や採用の機能を含めると図 51 のような次の人材 

マネジメント機能の価値連鎖が考えられる。 

 

  （低）          若手人材の価値           （高）  

   

 

 

 

図 51 人事マネジメント機能の価値連鎖（バリューチェーン）[156] 

 

企業は、人材募集から採用選考、入社研修を経て、配属され、現場でのＯＪＴを 

受けながら、ときに研修を実施する。成果を上げた仕事には評価と報酬が還元さ 

人材募集   採用 

選考 

入社 

研修 

  適正 

 配置 

  ＯＪＴ 

  （活用） 

  評価   報酬   フォロー 

各種研修 
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れ、更なるやる気向上とレベルアップが達成される。便宜上、図 51 では並べてい 

るが、順番は必ず固定化されるべきものではないが、このような価値連鎖により人

材の価値は高まっていくと考えられる。しかしながら、現在、各人事マネジメント

機能の役割が十分に果たせておらず、若手の人材育成の問題が生じている。特に、

Ｏｆｆ－ＪＴ研修が現場とうまく結びついていない問題は大きい。従来、集合研修

は、現場では習うことが出来ない知識や技能については重要な役割を果たしてきた。

しかし、近年、教育費の削減、また能力開発の自己責任化の傾向にあって本人が望

むスキルや知識を選んで受講する、いわゆるカフェテリアプラン形式の選択型研修

が増えてきて、新人研修、フォロー研修、階層別研修を除いて、企業側が戦略的、

長期的に社員育成について体系化したものが組まれることが少なくなる傾向であ

る。全般に企業に求められる人材像を育成する力が弱まってきている。例えば、現

場のニーズに即したテーマを設定した研修設計については教育担当者が外部業者

に任せきりにしたり、十分な現場調査をせず、また、調整能力や研修設計が乏しい

ことから現場のニーズにあわない研修展開が行われたりするなどである。 

多くの企業が計画的に組みこまれている新人研修、新人フォロー研修については、

今まで述べてきたように集合研修では若手社員の育成についての高付加価値を生

まず、本来果たすべき機能が活かしきれていないのが実態である。このままでは、

第２章で問題の所在（マクロ）で述べたように次世代の競争優位の源泉である若手

社員が育たない潜在的リスクがつきまとう。若手社員の早期の育成は重要・緊急の

テーマである。現場ＯＪＴと職場Ｏｆｆ－ＪＴがつながりをもった展開を早急に構

築することが求められている。 

 

    今回、現場と集合研修をいかに結びつけるか、このテーマを体験による学習を切

口にＰＭＧゲームを開発・展開した。開発者の須見が持ち出した、「プラクティス」

という概念を初めて聞いたとき、研修とＯＪＴをひっつける接着剤を見つけた感じ

がした。今後、研修と現場が一体となって人材育成に貢献するには、研修と現場の

結びつき、価値連鎖を高めるためには講師と現場上司と事務局が密にすり合わせを

して研修テーマや内容を考えないといけない。それぞれが相手任せの状態になった

段階で、現場で使えない内容に落ちてしまいかねない。もちろん、Ｏｆｆ－ＪＴ研

修は現場で即使えるためのものだけを目的とするわけではない。だからこそ、現場

ニーズと長期的な育成戦略、Ｏｆｆ－ＪＴとＯＪＴ担当者同士のすり合わせこそ研

修機能を充実させることになるのである。これは我々のような研修カリキュラムを

提供する立場だけでなく、受講生を派遣する上司がもっと部下育成にＯｆｆ－ＪＴ

をうまく活用し、派遣した後のフォローを行うべきである。今後、研修前、研修後

の打ち合わせ、すり合わせがキーとなる。研修前にすり合わせをし、内容を現場に

持ち帰らせてそれを職場でも共有し、常にフォローする体制が求められる。この点、
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ＰＭＧゲームは実践に近い内容であるがゆえに、受講生の予期せぬ反応をつかむこ

とで課題が見えてくることがある。上司にはぜひ、研修現場に立ち会う機会等、上

司が研修にコミットメントすることがさらなる研修機能の価値を高めることにつ

ながるのである。 

 

（２） ２１世紀の日本企業の企業内教育 

 

2009 年度、派遣社員の契約延長打ち切りが問題となっているが、契約社員であ

る以上、法律上問題があるわけではない。問題は安易な雇用調整として契約社員や

特に登録型の派遣社員を活用することである。派遣・契約社員の活用は確かにコス

ト競争力を身に付けた。反面、日本の企業の品質・ブランドの信用低下を招いた。

今後の競争はコスト競争力に負けない品質の高いものを作ることに日本企業はフ

ォーカスし、原点回帰するべきである。そのためには社内で優秀な能力をもった人

材を育てなければいけない。2007 年問題に代表されるように高度経済成長を支え

てきたベテラン社員は退職し、技能の流出が叫ばれて久しい。この現状からもコア

の競争力の源泉は社内で育成する必要があるのである。その意味でプラクティス概

念による体験学習はとても有益なのである。今後の課題は、プラクティス概念が活

用できる範囲を拡げていくことが課題である。実践に近い環境を再現することは設

計段階で経験させる内容とフィードバックの内容をよく吟味し盛り込まなければ

ならない。 

集合研修で学んだ知識・スキルを現場で役立たせることに意味がある。研修担当

者や我々のような講師業のプロはこの永遠のテーマに逃げてはいけないのである。

そのためにこのＰＭＧゲーム研修を通じて、現場ニーズに合致した本質的な研修設

計を行い提供し続ける所存である。２１世紀の日本企業の企業内教育のイノベーシ

ョンをこの論文研究と現場展開において今後も力強く推進したいと考えている。 
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第８章  結   論 

 
本論文の研究過程とその成果を以下、まとめる。 

 

＜バブル崩壊後の日本企業の構造的問題のまとめ＞ 
 

1990 年代のバブル崩壊前の日本企業の競争優位の源泉は３種の神器（長期継続雇 
用、年功序列、企業内組合）に代表されていた。この強みが、雇用形態の多様化や人

材の流動化、報酬の成果主義化など急激な構造転換がなされた結果、どのような影響

を組織に与えたのかを分析した。この過程で多くの企業がコスト削減と一人当たりの

生産性を高める方向に転換したことを確認し、その結果、非正規社員化が進み、20
～30 代の若手社員が育たず、モチベーション低下をもたらしたことを確認した。さ

らに組織の一体感が失われ、短納期、コスト削減、品質要求の高度化された仕事環境

の中、品質・コスト・納期（ＱＣＤ）のトラブルが多発していることを事例に基づき

分析した。 
結果、このまま企業の将来の競争力である若手社員を早期に育成をせず、短期的な

雇用調整が可能な契約社員や派遣社員などの非正規社員に頼る構造が続くと、高いＱ

ＣＤの要求にこたえられず、国際的な競争力を失うリスクを明らかにした。 
 
＜日本企業の人材育成方法の問題点を整理＞ 

 

企業の人材育成方法であるＯＪＴやＯｆｆ－ＪＴについて、それぞれ特徴・利点 

と問題点を整理し、ＯＪＴにおいて若手を育成する管理職の多忙さや指導スキル不足

が構造的な問題からおきていることを明らかにした。また、Ｏｆｆ－ＪＴにおいては、

研修で習った内容を現場で応用できていないことや、現場ニーズとずれた研修内容が

実施されていること、現場の上司が必ずしも研修に積極的でなくフォローできていな

いこと等、研修の問題点を整理した。ＯＪＴもＯｆｆ－ＪＴも若手社員の育成につい

ては、現在も有効な解決策が見つけられず、継続的な課題となっていることを明らか

にした。 

 

＜人材育成に活用されている代表的学習理論のレビュー＞ 

 

バブル崩壊後の日本企業の構造上の問題、また、企業内の人材育成方法の現状と問 

  題を踏まえて、現在、人材育成に活用される代表的学習理論（先行研究）のレビュー

を行った。ここでは学習心理学の立場から、「行動主義」「認知主義」「状況主義」の
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学習観を整理したうえで、現在、日本企業で行われている学習モデルの考え方と問題

点を分析した。特に現在、日本企業で多く取り入れられている学習転移モデルの知識

応用の難しさを明らかにし、研修で習ったスキル・知識が現場で応用できない問題を

とりあげた。また、経験学習モデルでは、経験から自らのセオリーを作る、つまり、

学び方を学ぶモデルであることを認知した。このモデルが企業で有効活用するための

課題として、①意味のある経験が有効に積むことができるか、②経験から学習につな

げる振り返りが独りよがりにならないよう、上司や先輩、講師などが適切なードバッ

クができるか、この 2点が学習のＫＦＳになることを明らかにした。また、批判的学

習モデルや正統的周辺参加モデルの特徴と現在における問題点を明らかにした。これ

らの学習モデルの中で、現在の高度な専門知識を要する今日の職業的実践において、

応用力を修得する唯一の方法が“現場での実践”しかないことを考察し、体験学習の

価値見直しを提言した。 

 

＜若手社員の人材育成方法における課題と体験学習の価値＞ 
 

各学習モデルでの人材育成方法の課題を再整理し、若手社員の育成方法に関する諸 
  問題を解決する手段として「体験による学習」に焦点を当てた。体験による学習にお

いては、リーダーシップ論の系譜からリーダーシップ開発論を研究し、課題や上司の

影響、修羅場、新しい仕事などの体験が人を成長させること等を先行研究からあきら

かにした。また、分析重視の教育の弊害を説くミンツバーグ研究に注目し、体験とア

ートとサイエンスのバランスが実際のマネジメントには必要との認識を紹介した。ま

た、成功したあとの効力感、失敗からの真の知識獲得など体験学習による効果を整理

した。 
 上述に記しているように体験学習の価値を見直した上で、人材育成方法の問題を解 
消し、若手社員教育のための「プラクティス概念」による体験学習の必要性を問題提 
起した。 

 
  ＜プラクティス概念による新・体験型学習メソッド＞ 
 
   若手社員に求められるマインドとしてチームやプロジェクトなどでＱＣＤ（品質・

コスト・納期）目標達成のマインドが必要であることを明らかにした。また、個々の

スキルを必要条件とした場合の十分条件としての「状況対応力」の必要性を明確にし

た。その上で、「品質・コスト・納期（ＱＣＤ）」マインドや現場での実践に必要な「状

況対応力」を開発するための手段として、ＰＭＧゲームを提案した。そして、このＰ

ＭＧゲームのアーキテクチャーを解説し、特に経験学習モデルでの課題であった①意

味のある経験ができる、②上司・講師からの適切なフィードバックができる、この２
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点を実現できる体験型学習ゲームであることを明らかにした。また、従来の研修の中

心であった Basic なトレーニングと現場実践の中間に位置し、実践さながらの練習（プ

ラクティス）が効果を発揮する機能を有し、現場への橋渡し機能になることを明確に

した。 
検証においては、QCD（品質・コスト・納期）の達成結果と上司活用度の関連性を

定量評価し、納期が早いチームは品質評価、コスト評価も高いこと、成績の良いチー

ムは上司をうまく活用していることを証明した。また、経験学習モデルの効果検証で

は、経験⇒省察⇒概念化⇒実践のプロセスでどのような場面でどのようなスキルを意

識し、使ったか、その後の教訓（セオリー）は何を得たかを定性評価した。多くの気

づきが得られたが、特にコストと品質のバランス、品質と納期のバランス、個人ワー

クと組織ワークのバランスなど状況対応力を意識するコメントが目立ち、ここでも

PMG ゲームでの効果は立証された。 
 
＜ＰＭＧゲームによる研修内でのプラクティス概念の導入と研修機能の 
イノベーションによる企業経営の貢献＞ 

 
 プラクティス概念による体験学習の価値検証を行った後、研修機能の新しい価値と 
してプラクティスの概念を研修に持ち込んだ本研究の意義を確認した。また、体験に 
よる学習をより有効にするフィードバックについて確認した。そして、他の体験型学 
習の特徴を整理し、PMG ゲームはプラクティス型・状況対応力を高める位置づけで 
あり、他の体験学習に比してより現場の実践に近い環境の体験学習であることを確認 
した。最後に現場と研修のつながり（価値連鎖）向上について更なる研究課題を述べ、 
日本企業の人材育成の問題を提起した。 
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～結  語～ 

  

このＰＭＧゲームが生まれたきっかけは、私のクライアントからの「ゲーム感覚でタイ

ムマネジメントが学べないか?」といった問い合わせから始まった。須見氏は当時、ＳＥ

の志向を持つ人事コンサルタントとしてこの研修の世界で働く気持ちをもっていたが、彼

の志を聞いていた私は、この件ですぐにご相談をさせていただいた。私だけであればすぐ

断っており、そうであれば、このＰＭＧゲームは恐らく世に生まれなかっただろう。 

今回、私が思い知らされたのは異質の能力のあるパートナー同士が目的を一致したとき、

ものすごいパワーが出るということであった。須見氏はＰＭＧゲーム開発者として、私は

販売元として現在活動しているが、研修の世界で長くいて顧客との接点が近い私とシステ

ムエンジニアに近い論理思考を持ち、実務経験の豊富な須見氏が一緒でなければ開発は今

の形にはなっていなかったと考えている。組織の存続理由は、1、目的、２．貢献意欲 ３．

コミュニケーションの３つであるとバーナードは言う。私どもは組織でないが、リアル・

ヒューマンワークスと目的を共有した協働関係によって、ＰＭＧゲームの新ビジネス創造

を今後も継続し、更に新たなる挑戦をしていきたいと考えている。 
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